
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 計

市民・NPOとの協働

1
公園管理等の地域協働等の
推進

一部
達成

― 970 34 ― 57 1,061 1

民間事業者への委託

2 市立保育所等の委託化 達成 ― ― ― ― 方針決定 0 3

3 ごみ定期収集の委託化 達成 3,111 4,833 12,110 2,019 9,429 31,502 5 〇

4
丸山公園小動物コーナーの
委託化

未達成 1,773 ― 1,773 7 〇

5 図書館運営の委託化 達成 ― ― ― ― ― 0 9 〇

6
窓口業務・内部管理業務の
委託化

未達成 ― ― ― ― ― 0 11 〇

他自治体との連携

7
上尾市・伊奈町のごみ処理広
域化

達成 ― ― 方針決定 0 13

8
上尾市・伊奈町の消防広域
化

達成 ― ― ― 方針決定 0 15

事務事業の統廃合

9 補助金等の見直し 未達成 ― ― ― ― ― 0 17 〇

10
証明書等のコンビニ交付開始
と重複事務の解消

達成 ― ― ― ― ― 0 19

11
老人福祉センターことぶき荘
の見直し

達成 ― ― ― ― ― 0 21 〇

12 平方幼稚園の見直し 達成 ― ― ― ― ― 0 23

事務事業の効率化

13
プロジェクトチーム・ワーキン
ググループ等の見直し

達成
完了
109

109 25

14
ごみの減量・ごみ処理経費削
減

達成 5,791 12,312 7,024 ▲ 10,832 8,481 22,776 27

15 学校余裕教室等の活用 達成 ― 63,911 26,474 29,159 ― 119,544 30 〇

特別会計・関連団体の経営改善

16
関連団体に対する補助金の
見直し

一部
達成

― 3,640 5,945 12,641 13,408 35,634 32

17
国民健康保険特別会計繰出
金の繰出基準内への抑制

達成 ▲ 167,073 670,028 280,439 328,705 386,640 1,498,739 36 〇

18
公共下水道特別会計繰出金
の繰出基準内への抑制

達成 50,039 269,958 313,358 ▲ 101,475 69,334 601,214 39 〇

広告掲載の推進

19
施設・車両を活用した広告掲
載

未達成 484 259 109 60 224 1,136 41 〇

20
市発行物等を活用した広告
掲載

達成 ▲ 2,171 ▲ 2,326 12,902 ▲ 2,506 11,694 17,593 43 〇

財産活用と付加価値創造の推進

21 財産の活用 未達成 ▲ 197 ▲ 665 ▲ 983 ▲ 1,433 ▲ 4,203 ▲ 7,481 45

22 不要資産の売却 達成 8,570 986 6,667 3,167 2,734 22,124 47

23 新たな行政サービスの取組み 達成 ― ― 202 215 658 1,075 49 〇

受益者負担の適正化

24 手数料・使用料等の見直し
一部
達成

― ― ― ― 34,324 34,324 51

25 公金・税の徴収の徹底
一部
達成

10,084 7,887 ▲ 14,570 41,090 77,379 121,870 53 〇

▲ 91,253 1,031,793 649,711 302,583 610,159合　　計

第８次行政改革実施計画の達成率・・・18.73/25項目（75％）

第８次行政改革実施計画　達成状況一覧

2,502,993
5年間の効果額

※一部達成は進捗に応じて換算

頁
９次
引継

項目
番号 項　目

達成
状況

効果・削減の額（千円）



行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

新規公園の整備に伴い、地域の事務区や任意
団体に市と協働で公園の管理を担ってもらうよう
に、周知及び、地元への交渉を行い、管理協定５
公園締結を目標値として設定し、２公園以上の締
結を行うものとする。

市のホームページ等を通した周知や、新規公園の
整備に伴い、こぶし公園及び長久公園の２公園に
関して、地元の管理組合と管理協定の締結を行っ
た。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

公園等管理委託料　515,105円/1公園…①
　(算出)その他公園委託料/当時のその他公園公園
数
都市公園等維持管理団体報奨金　29,873円/1公園…
②
　(算出)報奨金総額/当時の締結公園箇所数
（①-②）×2公園　＝　970,464円

効果・削減等の額（千円）

970

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

新規管理協定５公園締結を目指し、１公園以上
締結する。

市のホームページ等を通した周知や、新規公園の
整備に伴い、地元の事務区と交渉を行ったものの、
新たな管理協定の締結には至らなかった。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

上尾市公園管理報奨金交付要綱により、公園面積
に応じた報奨金額を交付しているため、額の変動
等はなし。

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
地域の団体等による公園等の管理を進めているが、街区公園・ふれあいの森・ふ
るさとの緑の景観地について、更なる市民や民間事業者等の参加による協働を
推進するとともに、管理運営コストの削減を図る必要がある。

数値目標等 アダプト制度の活用などにより、市民や民間事業者等との協定を５公園増やす。

平成27年度の
状　　　　況

公園数１６６か所（内協定済６２か所）・ふるさとの緑の景観地２か所（内協定済１か
所）

行 革 項 目 市民・NPOとの協働

1 公園管理等の地域協働等の推進
担当課

みどり公園課
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施し
ていない場合

市直営委託業務による、団体管理協定締結内容を算出
する。（下草等の草むしり・落ち葉清掃相当分）
・直営費用　85,100円…①　（算出：0.26人工×軽作業
員：15,000円＝3,900円×経費1.82=7,098×12回≒
85,100）
・奨励金　28,000円…②　（算出：協定公園面積500〜
1000m2：28,000円より算出）
①－②＝57,100円

効果・削減等の額（千円）

57

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て実

施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一

部実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

　新規公園の整備に伴い、地域の事務区や任意団体
に市と協働で公園の管理を担ってもらうように、周知
及び、地元への交渉を行うとともに、管理協定が結ば
れていない公園については、１公園以上の締結を行う
ものとする。
　また、管理協定の報奨金額の増額、面積区分枠の
増設など、市民の方々が積極的に活用できる制度の
見直しを行うものとする。

新規に１団体と1公園を協定締結した。43団体63公
園で管理協定を締結している。報奨金について、
見直しを案を作成し、予算計上をおこなった。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

　新規公園の整備に伴い、地域の事務区や任意団体
に市と協働で公園の管理を担ってもらうように、周知
及び、地元への交渉を行うとともに、管理協定が結ば
れていない公園については、１公園以上の締結を行う
ものとする。
　また、管理協定の報奨金額の増額、面積区分枠の
増設など、市民の方々が積極的に活用できる制度の
見直しの検討を行う。

43団体63公園で管理協定を締結している。
新規の協定締結は、無し。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

報奨金額の増額、面積区分枠の増設に関する検討
を開始した。
現状の報奨金額は変更なし。

効果・削減等の額（千円）

―

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

　新規公園の整備に伴い、地域の事務区や任意団体
に市と協働で公園の管理を担ってもらうように、周知
及び、地元への交渉を行い、管理協定５公園締結を
目標値として設定し、１公園以上の締結を行うものと
する。
　今年度は、ふれあいの森2000について地元の団体
と管理協定を締結する予定である。

ふれあいの森2000について、地元団体と管理協定
締結し、落ち葉清掃を委託した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

市直営で実施した事業のうち、地元と管理委託契約を結
んだ内容分（落ち葉清掃分）を比較する。
・直営費用　79,500円…①　（算出：0.26人工×軽作業
員：14,000円＝3,640円×経費1.82=6,625×12回＝
79,500）
・緑地保全奨励金　45,000円…②　（算出：契約箇所面
積：４５００m2×１０円/m2より算出）
①－②＝34,500円

効果・削減等の額（千円）

34
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行政改革実施計画　進捗管理シート

行 革 項 目 民間事業者への委託

2 市立保育所等の委託化
担当課

　
保育課

経緯・課題
市立保育所等の運営においては、多様なサービスの提供や管理運営コストの
削減を図るため、建物を譲渡または貸与するなど、委託化を視野に入れた検
討をする必要がある。

数値目標等 民間事業者等への委託化について検討する。

平成27年度の
状　　　　況

公立保育所１６か所　私立保育園１８か所

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

民間保育所での保育士確保の状況、障害児保
育及び在園児への影響、譲渡する際にどの程度
施設改修をするかなどについて調査・検証を行
う。

公共施設マネジメントを念頭に置きつつ、効率的
で効果的な施設のスリム化が図れるよう、民間へ
の移管を含めた総体的な検証を進めている。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

民間保育所での保育士確保の状況、障害児保
育及び在園児への影響、譲渡する際にどの程度
施設改修をするかなど継続して調査・検証を行う
が、平成２９年度はさらに先進地調査や大規模
改修費の積算をするなどさらに具体的な調査・
検証を進めつつ、方針を決定する。

公立保育所の建物の譲渡（民営化）又は貸与
（運営の委託化）は、多くの課題が散見されるた
め、今後の保育需要と公立保育所への市民意向
を踏まえたより効果的な取り組みとして、土地の
譲渡又は貸与等による民設民営化を含めた公立
保育所全体の再編化計画を検討することとした。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

公立保育所の在り方を検証し、マネジメントや耐
震化、今後の公立保育所の役割など将来ビジョ
ンを明確にしたうえで、公立保育所の再編化計
画を検討する。

公立保育所の再編化計画の検討にあたり、はじ
めに、子ども・子育て支援事業計画のニーズ調
査を活用しアンケート調査を実施した。アンケー
トでは、公立15園を維持すべきか、統廃合を進め
るか、民間委託を行うべきか等について確認し
た。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

公立保育所の在り方を検証し、マネジメントや耐
震化、今後の公立保育所の役割など将来ビジョ
ンを明確にしたうえで、公立保育所の再編化計
画を策定する。

公立保育所の再編化計画の策定を予定したが、
しらこばと保育所の耐震診断結果に係る緊急的
な対応が発生したことで、計画策定を翌年度以
降に見直すことにした。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

しらこばと保育所の耐震診断結果に係る対応と
して、上平地域の保育所の在り方を先行して検
証する必要が出たため、地域の保育需要や、開
発計画、しらこばと団地の街づくり計画等を勘案
して、検討していく。このことを進めたうえで再編
化計画を進める。

市を6つのエリアに分け、保育需要を見据えなが
ら、令和３７年度末を目標に公立保育所を７園程
度まで再編化を進めていくことを示した、上尾市
公立保育所再編基本方針を策定した。

進捗状況

達成
効果・削減等の額の算定方法

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

―

効果・削減等の額（千円）

―

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

退職者不補充を継続し、退職者数や収集量の
状況により、収集委託区域の拡大や処理業務部
門の委託化を推進する。

●委託区域　９８％（前年度比６％増）
●環境管理員
正規職員　２１名（前年度比２減）
フルタイム再任用　２名（前年度比１増）
短時間再任用　　２名（前年度比１減）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

●委託面積拡大に伴う経費　7,772千円増…A
（委託料人件費増分24,290千円-退職者不補充人件
費（2名分）16,518千円）
●前年度比・人件費　12,605千円減…B
（正規職員２減　-16,518千円/年+ﾌﾙﾀｲﾑ再任用1増
5,914千円/年-　短時間再任用１減　2,001千円/年）
B-A　＝　4,833千円

効果・削減等の額（千円）

4,833

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

退職者不補充を継続し、退職者数や収集量の
状況により、収集委託区域の拡大や処理業務部
門の委託化を推進する。

●環境管理員
正規職員　２３名（前年度比１減）
フルタイム再任用　１名（前年度比１増）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

●前年度比・人件費3,111千円減
（正規職員1減　8,782千円/年－ﾌﾙﾀｲﾑ再任用1増
5,671千円/年）

効果・削減等の額（千円）

3,111

経緯・課題
ごみの定期収集については、委託化の方針で実施しており、収集委託区域の
拡大、処理業務部門の委託化を推進する必要がある。

数値目標等 職員の退職にあたり、定期収集業務の委託化を推進する。

平成27年度の
状　　　　況

委託区域　全体の９２%
環境管理員　正規職員２４名　フルタイム再任用０名　短時間再任用３名

行 革 項 目 民間事業者への委託

3 ごみ定期収集の委託化
担当課

　
西貝塚環境センター
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

●委託区域は同様のため、効果・削減等はなし。…Ａ
●前年度比・人件費9,429千円減
（正規職２減　-19,206千円/年　+短時間再任用1増
2,225千円/年　+受入業務委託増加分(２人分)7,552
千円）・・・Ｂ

効果・削減等の額（千円）

9,429

未達成の分析順調… 単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

退職者不補充を継続し、退職者数や収集量の
状況により、収集委託区域の拡大や処理業務部
門の委託化を推進する。

●委託区域　９８％（前年度同様）
●環境管理員
正規職員　１７名(前年度比２名減)
フルタイム再任用　２名（前年度同様）
短時間再任用　３名（前年度比１名増）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

退職者不補充を継続し、退職者数や収集量の
状況により、収集委託区域の拡大や処理業務部
門の委託化を推進する。

●委託区域　９８％（前年度同様）
●環境管理員
正規職員　１９名(前年度同様)
フルタイム再任用　２名（前年度比１名減）
短時間再任用　２名（前年度同様）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

●委託区域は同様のため、効果・削減等はなし。…Ａ
●前年度比・人件費千円減
（ﾌﾙﾀｲﾑ再任用1減　-5,795千円/年+受入業務委託
増加分(２人分)7,552千円）・・・Ｂ
　Ｂ－Ａ＝1,757千円
◎行政改革による効果額
（ﾌﾙﾀｲﾑ再任用1減　-5,795千円/年+受入業務委託
増加分(１人分)3,776千円）・・・Ｃ
　Ｃ－Ａ＝－2,019千円
※業務量増加による委託料の増加額
　受入業務委託増加分(１人分)3,776千円
　 効果・削減等の額（千円）

2,019

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

退職者不補充を継続し、退職者数や収集量の
状況により、収集委託区域の拡大や処理業務部
門の委託化を推進する。

●委託区域　９８％（前年度同様）
●環境管理員
正規職員　１９名（前年度比２名減）
フルタイム再任用　３名（前年度比１名増）
短時間再任用　２名（前年度同様）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

●委託区域は同様のため、効果・削減等はなし。…Ａ
●前年度比・人件費12,110千円減
（正規職員2減　-17,564千円/年+ﾌﾙﾀｲﾑ再任用1増
5,454千円/年-短時間再任用　0千円/年）・・・Ｂ
B-A　＝　12,110千円

効果・削減等の額（千円）

12,110
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

―

進捗状況

―
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

―

進捗状況

―
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
丸山公園小動物コーナーの管理運営については、管理運営コストの削減を図
るため、民間事業者等への指定管理者制度を含めた委託化を検討する必要
がある。

数値目標等 民間事業者等への指定管理者制度を含めた委託化を検討する。

平成27年度の
状　　　　況

職員３名

行 革 項 目 民間事業者への委託

4 丸山公園小動物コーナーの委託化
担当課

　
みどり公園課
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

―

効果・削減等の額（千円）

―

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

①県内及び近県他市の民間委託している状況
について、実例を踏まえ、委託に限らず指定管
理などあらゆる可能性を対象として、今後５年間
で飼育の専門職が減少していくことに伴い、小動
物コーナーの運営方法及びあり方について検討
する。

県内の公設動物園が全て指定管理となっている
実情に鑑み、今後の公園管理業務の指定管理
者更新までに、指定管理を含めた民間委託につ
いて方針を検討する。なお、委託する場合は、今
後3年間で方針を検討し、その後の2年間で内容
や形態を検討する。また、今後減少していく飼育
職員については、新規補充はせず、再任用や会
計年度任用職員の登用及びシルバー派遣作業
員の増員で対応する。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

①県内及び近県他市の民間委託等している状
況について、実例を実態調査する。
　同時に民間委託や指定管理など、あらゆる可
能性についてのメリット、デメリット等について検
討する。

②診療所管理業務について、業務の見直しを行
い、上尾丸山公園小動物コーナー診療所を廃
止する。また、業務委託見直し後の効果の検証
を行う。

①県内の公設の動物園は、全て指定管理となっ
ているが、近県他市では、千葉市や桐生市など
市が管理している施設もある。
②４月に「診療所」については、埼玉県知事あて
に廃止手続きを行ったことから、「診療所管理業
務委託」は廃止した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

②平成３１年度の削減額
診療所管理業務委託料　▲1,200千円
医療廃棄物処理業務委託料　▲約8千円
診療所作業環境測定業務委託料　▲202千円
医薬材料費　▲322千円
小動物診療保険負担金　▲41千円
合計　▲1,773千円

効果・削減等の額（千円）

1,773

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

―

進捗状況

―
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

図書館協議会の答申に基づき、市民会議等で意
見も参考にしながら、市としての方針を決定す
る。

市民会議で意見聴取をしてきたものの、新図書
館複合施設建設事業が一時中止となったことか
ら、方針の決定に至っていない。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

民間事業者等への指定管理者制度を含めた委
託化について、図書館協議会で検討する。

図書館協議会に対して管理運営体制に関する
諮問を行った結果、直営体制を基本としながら
も、市民の意見を参考に検討していく趣旨の答
申がなされた。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
図書館窓口業務については民間事業者への委託を行っているが、平成３１年
度予定の新図書館の供用開始に合わせ、多様なサービスの提供、コストの削
減のため、更なる委託化を検討する必要がある。

数値目標等 民間事業者等への指定管理者制度を含めた委託化を検討する。

平成27年度の
状　　　　況

図書館費　391,509千円 （平成２７年度決算額）
(職員１６名　非常勤職員４名　短時間再任用１名)

行 革 項 目 民間事業者への委託

5 図書館運営の委託化
担当課

　
図書館
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行政改革実施計画　進捗管理シート

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て実

施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施し
ていない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

更なる効率化を図るため、民間事業者等への指
定管理者制度導入も含め、将来の運営方法につ
いて検討する。

安定的な図書館運営サービスを提供するため
に、令和2年度の入札において、3年間の長期継
続契約を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

図書館本館・分館を含む図書館全体のサービス
の在り方を考える中で委託化の拡大も検討する。

本館における電話対応など軽易な作業の一部に
ついて、図書館運営業務委託に含め、委託の範
囲を拡大した。
令和2年度は、入札による事業者変更に伴い、さ
らなる範囲の拡大を行う予定。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

図書館本館・分館を含む図書館全体のサービス
の在り方を考える中で委託化の拡大も検討する。

これまで午後1時30分からの開館であった平方分
館・たちばな分館・各公民館図書室を午前10時
からにするとともに、本館における単純な事務を
図書館運営業務委託の内容に含めることを検討
し、平成31年度より実施することを決定した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

委託化に向けて部署及び事業を選定し、担当課
とともに、ＢＰＲを視野に入れながら、民間事業者
等への委託化が可能な業務（証明書発行窓口
であれば、申請書の受付及び証明書の交付だ
けなのか、申請書の不備をチェックするのかな
ど）を決定する。

委託可能業務について担当課への調査を実施・
検討し、担当課との調整の結果、市民課と証明
書発行センター、保険年金課のフロントオフィス
業務を中心に、委託化が可能と判断した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

総務省が示す業務委託が可能な定型的業務
（住民票・戸籍・納税証明の証明書受付窓口
等）、一部の内部管理業務（出納業務・人事給与
計算業務等）の民間事業者等への委託化の効
果や費用について調査・研究を行い、先進市の
事例を参考にしつつ、上尾市の実施方法を検討
する。

県の行政サービス改革勉強会に参加し、左記の
観点から調査・研究を行い、報告書にまとめた。
今後も、本市における実施方法について、引き
続き検討していく。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
定型的業務や内部管理業務を含めた事務事業全般にわたり、公務員の人的
資源を有効に活用するべく、民間事業者等への指定管理者制度を含めた委
託化を検討する必要がある。

数値目標等 民間事業者等への指定管理者制度を含めた委託化を検討する。

平成27年度の
状　　　　況

未実施

行 革 項 目 民間事業者への委託

6 窓口業務・内部管理業務の委託化
担当課

　
全庁（行政経営課）
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

―

効果・削減等の額（千円）

―

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

委託化に向け、課題を解決してから、仕様書を
検討するとともに正規職員の削減による効果検
証を行う。

証明書発行センターの現業務を委託化するにあ
たっての課題解決のために税担当課と業務協力
について話し合い、今後も継続して調整していく
ことを確認した。また、委託化の検討の一環とし
て「郵送業務」について先進地へ調査を行った。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

・引き続き、フロントオフィス業務を中心にRPAの
導入を含めた委託化の検討を行う。

証明書発行センターの委託化に向け検討、先進
市の視察を行った。委託化にあたり、現在の運用
方法に対する課題が見つかったため、来年度課
題解決に向けて関係所属と調整を行ったうえで、
仕様書等の検討に入る。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

―

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

市民課と証明発行センター、保険年金課のフロ
ントオフィス業務を中心に、委託化の詳細を検討
し、費用対効果等を考慮した上で、委託化が可
能なものがあれば、運用プロセスを策定する。

フロントオフィス業務を中心に再度検討を行い、
証明書の発行業務については委託化の余地が
あると判断した。窓口業務を委託した場合の運用
プロセスを概ね策定したが、混雑時の応援体制
や他課連携に時間がかかる等の新たな課題が
生じ、引き続き検討していく。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

12



行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

○一般廃棄物処理施設建設基金
　積立額5,000千円
○上尾・伊奈広域ごみ処理検討会
　両市町の現有施設の現状・課題を把握するとと
もに、両市町による広域的なごみ処理施設の建
設の方針を協議し、候補地や事業構想などにつ
いて協議をする。

●一般廃棄物処理施設建設基金
　積立額5,000千円（年度末現在高40,227,595円
（利子含む））
●上尾・伊奈広域ごみ処理検討会
共同ごみ処理施設の建設に向けて協議し、事業
を推進するため、両市町で「基本合意」を締結
し、その後、上尾市長、伊奈町長をトップとする
広域ごみ処理協議会を設立することを確認した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

○一般廃棄物処理施設建設基金
　積立額5,000千円
○上尾・伊奈広域ごみ処理検討会
　各々の現有施設の現状・課題を把握し、ごみ
処理広域化の今後の方針を検討していく。

●一般廃棄物処理施設建設基金
　積立額5,000千円（年度末現在高35,176,438円
（利子含む））
「上尾伊奈広域ごみ処理検討会」にて建設に向
けた検討を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
管理運営コストの削減を図るため、伊奈町との共同ごみ処理施設の建設及び
共同処理について検討する必要がある。

数値目標等 共同ごみ処理施設の建設について検討する。

平成27年度の
状　　　　況

上尾・伊奈広域ごみ処理検討会において継続協議中

行 革 項 目 他自治体との連携

7 上尾市・伊奈町のごみ処理広域化
担当課

　
環境政策課
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

効果・削減等の額（千円）

―

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

―

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

○一般廃棄物処理施設建設基金
　積立額5,000千円
○上尾・伊奈広域ごみ処理検討会
　検討会で協議したごみ処理の広域化を推進させるため、
両市町で「基本合意」を締結する。
　その後、上尾市長、伊奈町長をトップとする広域ごみ処
理協議会を設立する。

●一般廃棄物処理施設建設基金
　積立額5,000千円（年度末現在高45,269,415円（利
子含む））
●上尾・伊奈広域ごみ処理検討会
　共同ごみ処理施設の建設に向けて協議し、事業を
推進するため、両市町で「基本合意」を締結し、その
後、上尾市長、伊奈町長をトップとする上尾・伊奈広域
ごみ処理協議会を設立した。
　平成31年度に候補地を選定するための「候補地選
定基準」を策定し、市民からの意見募集を行った（平
成31年度当初に決定する）。

進捗状況

達成
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

平成30年４月１日の消防広域化は現状では実施
困難であるが、引き続き広域化に向けた協議・検
討を行い、方針を決定する。

組織や定員配置など両市町間の調整が整わ
ず、平成３０年４月１日までの広域化の実現
には至らなかった。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

上尾市・伊奈町消防広域化協議会の開催

　　　　　　　　  ↓

広域消防運営計画策定に係る協議事項の決定
　

組織、定員配置などに関し、両市町間の調
整が整わず、上尾市・伊奈町消防広域化協
議会を開催できなかった。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
指令業務については伊奈町との共同運用を開始しているが、救急体制及び災
害時初動体制の強化や本部機能統合による現場活動要員の増強などを図る
ため、伊奈町との広域化について検討する必要がある。

数値目標等

（修正前）実施期限である平成３０年４月１日までの消防広域化について検討する。
（修正後）国が示す消防広域化の推進期限が令和６年４月１日まで再延長されたこと
を踏まえ、消防広域化の実施時期は、令和５年４月１日を目標とする。（再延長通知
日：平成３０年４月１日「市町村の消防の広域化に関する基本方針」（消防庁告示））

平成27年度の
状　　　　況

指令業務の伊奈町との共同運用

行 革 項 目 他自治体との連携

8 上尾市・伊奈町の消防広域化
担当課

　
消防総務課
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施し
ていない場合

効果・削減等の額（千円）

―

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て実

施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

消防広域化の推進期限が令和６年４月１日まで
再延長されたことから、引き続き消防広域化の課
題を整理し、今後の方針を検討していく。

令和２年３月２４日上尾市・伊奈町消防広域
化協議会（第３回）を開催し、①消防広域化
の実施時期、②消防広域化運営計画の策定
の２項目について、承認を得た。

進捗状況

達成
効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

―

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

消防広域化に向けた協議・検討を行う。 両市町間の調整が整わず、協議・検討の実
施には至っていない。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

補助金等の現状を分析する。
見直しの基準案を作成し、内容の検討に入る。

補助金等の現状を分析した結果、補助金、交付
金に対し、特定財源の有無、再補助等の課題が
顕在化したため、全体像の把握が遅れ、見直し
基準案の作成には至らなかった。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

補助金等の現状（交付先、対象経費、積算基
礎、交付先の運営状況等）を調査し、データ
ベース化する。

予算要求データより、平成29年度予算額、交付
先等の整理をおこなった。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
すでに所期の目標を達成した補助金や費用対効果の小さい補助金について
は、一定の基準を作成し、継続的に見直していく必要がある。

数値目標等
見直し基準の作成とそれに沿った補助金等の見直しを行い、補助額について
検討する。

平成27年度の
状　　　　況

未実施

行 革 項 目 事務事業の統廃合

9 補助金等の見直し
担当課

　
全庁（行政経営課）
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

―

効果・削減等の額（千円）

―

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

見直し基準（案）を詳細に見直し、可能な限り、
令和３年度予算要求に反映させる。

令和3年度予算編成において臨時財政運営方
針に基づく対応として各種補助金総額の削減を
図ったため、行政改革の一環としての具体的な
見直しは見送った。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

団体アンケート、団体説明会、行革委員会等を
通し、見直しの基準（案）を作成する。
見直し基準（案）に基づき、補助金の見直しの検
討に入る。

見直し基準（案）を作成し、補助金の見直しの検
討を行ったが、検討する中で更に、詳細に見直
す必要が生じた。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

再補助先などの調査を行い、補助金等の全体像
を把握した上で、見直しの基準（素案）を作成す
る。

平成３１年度予算編成において、補助金・交付金
積算明細に調査項目を追加することで再補助等
の情報の確認と整理を行い、補助金等見直しの
方向性（案）を作成した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

・４月１日よりコンビニ交付を開始し、コンビニ交付
利用者数を把握する。
・利用者の利便性向上を図るため、コンビニ事業
者を増加する。
・引き続き、市民への周知活動を行う。
　市庁舎外壁シール
　ポスター掲示（市内のコンビニエンスストア、公
共施設)
　市民課・証明発行センターでのチラシ＆ティッ
シュ配布
　証明の郵送請求へのチラシ同封
　市職員及び家族への協力依頼

・コンビニ交付を実施。年間利用者数2,000人。
年間発行部数2,484件、利用率0.95％。そのう
ち、時間外、閉庁日、市外の発行は68％（1,700
件）であり、市民にとって利便性が向上している。
・コンビニ事業者は、１１社増加し、結果17社、約
53,000店舗に拡大した。
・左記の周知活動を引き続き実施した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

・コンビニ交付システムを構築する。 コンビニ交付システムの構築完了。
（Ｈ29年３月末コンビニ事業者6社、50,665店
舗）
コンビニ交付開始に向けて、市民への周知
活動を行った。
（市庁舎外壁シール、ポスター掲示（市内の
コンビニエンスストア、公共施設)、上尾駅・北
上尾駅周辺でのチラシ＆ティッシュ配布、広
報あげお２月号で周知）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
証明書等のコンビニ交付の導入の検討に合わせ、証明書発行業務の縮小を視
野に入れ、重複事務となる土日開庁窓口の廃止等について検討する必要があ
る。

数値目標等
職員の人員配置の適正化を図りつつ、コンビニ交付の導入を検討する。また、
開庁時間外に全国のコンビニエンスストアでの証明発行を可能とすることで市
民サービスの向上を図る。

平成27年度の
状　　　　況

証明書発行業務に係る人員
職員３６名　非常勤職員７名　短時間再任用１５名

行 革 項 目 事務事業の統廃合

10 証明書等のコンビニ交付開始と重複事務の解消
担当課

　
市民課・行政経営課
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施し
ていない場合

―

効果・削減等の額（千円）

―

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て実

施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

・コンビニ交付を継続実施し、コンビニ交付利用
者数を把握する。
・引き続き、市民への周知活動を行う。

・コンビニ交付を継続実施。年間利用件数約
8,500件。年間発行部数10,531件、利用率
4.67％。
・コンビニ等事業者42社、全国約55,000店舗で
利用可能。
・令和2年度は、ポスター掲示や証明の郵送請求
にチラシを同封するなどの周知活動を引き続き
実施した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

・コンビニ交付を継続実施し、コンビニ交付利用
者数を把握する。
・引き続き、市民への周知活動を行う。

・コンビニ交付を実施。年間利用件数約4,900
件。年間発行部数6,040件、利用率2.58％。
・コンビニ事業者は、42社、約55,000店舗に拡大
した。
・左記の周知活動を引き続き実施した。
・土曜開庁及び人員については、①交付率が低
い、②大幅な改善は見込めない等の理由によ
り、令和2年度以降に改めて検討をする。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

・コンビニ交付を継続実施し、コンビニ交付利用
者数の増減を把握する。
・引き続き、市民への周知活動を行う。
　市庁舎外壁シール
　市民課、証明発行センター、各支所・出張所で
のチラシ配布
・土日開庁窓口のあり方について、庁内で検討を
行う。
・平成２９年度の証明書発行業務に係る人員の事
務量を把握し、適正な人員配置について検討す
る。

・コンビニ交付を実施。年間利用件数約3,500
件。年間発行部数4,418件、利用率1.73％。
・コンビニ事業者は、28社、約54,000店舗に拡大
した。
・左記の周知活動を引き続き実施した。
・土曜開庁及び人員については、①交付率が低
い、②大幅な改善は見込めない等の理由によ
り、令和2年に改めて検討をする。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

平成２８年度に顕在化した多くの課題を整理する
とともに、老人福祉センターの今後のあり方につ
いて引き続き方針を検討する。

顕在化した多くの課題に対応するべく関係部署
と調整会議を設け、利用者の拡大など地域包括
ケアの推進に資する機能強化策を検討した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

廃止・有料化の是非を検討し、方針を決定する。 今後のあり方について検討したところ、地域
福祉の観点から浴場を備えた施設は地域包
括ケアの推進にとって必要であるとの意見が
ある一方で、利用者の固定化、施設改修の
費用、運営費など多くの課題が顕在化した。
引き続き検討していく。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
入浴施設の維持管理に多大な経費がかかることから、そのあり方について抜
本的な見直しを行う必要がある。

数値目標等
総合福祉センターの改修工事に合わせ、入浴施設については、廃止または有
料化を検討する。

平成27年度の
状　　　　況

管理運営事業　22,842千円(平成２７年度決算額）
年間利用者数延べ35,497人

行 革 項 目 事務事業の統廃合

11 老人福祉センターことぶき荘の見直し
担当課

　
高齢介護課
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

―

効果・削減等の額（千円）

―

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

引き続き、経費削減に向けた検討を行う。 総合福祉センターの改修スケジュールの変更や
浴場の存続について、関係部署への確認を行う
など方向性を決定した。経費削減の具体的な検
討や方針の決定までには至らなかった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

引き続き、老人福祉センターの在り方について
検討を行い、方針を決定する。

総合福祉センターの改修工事に合わせ、入浴施
設については、有料化（100円）とする方針を決
定した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

関係部署との協議のうえ、老人福祉センターの
あり方について方針を決定する。

今後の老人福祉センターの在り方について、介
護予防事業の拡大や運営経費削減策などを検
討したが、具体的な解決策が定まらず、方針の
決定には至らなかった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

地区説明会、保護者説明会を開催。
方針を決定する。

平方地区役員やＰＴＡ役員などから意見を聴きな
がら庁内関係部署等と協議を重ねたが、方針の
決定にはさらに協議が必要である。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平方幼稚園のあり方に関する検討会議を開催。 検討会議を開催し、在園児数の推移、施設
の状況等課題を共有した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

数値目標等
民間幼稚園の就園状況に鑑み、抜本的な見直しを行い、そのあり方について
検討する。

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

平成27年度の
状　　　　況

幼稚園費　41,896千円（平成２７年度決算額）

行 革 項 目 事務事業の統廃合

経緯・課題
定員に対し半数程度の入園者数（平成２９年度４月１日現在　在園児数２８人）
となっており、そのあり方について抜本的な見直しを行う必要がある。

12 平方幼稚園の見直し
担当課

　
教育総務課

23



行政改革実施計画　進捗管理シート

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

閉園の方針を踏まえ、再度、保護者及び地域に
対して幼稚園の現況と教育委員会の考え方につ
いて説明していく。

地域への説明会については、緊急事態宣言によ
り開催できなかったが、10回以上にわたり保護者
との意見交換を行い、3月定例会に条例を上程し
た。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

上尾市幼児教育振興協議会からの答申を受け
平方幼稚園のあり方について決定する。

上尾市幼児教育振興協議会からの答申を踏ま
え、平方幼稚園を取り巻く状況等を総合的に検
討し、教育委員会として閉園の方針を決定した。
令和元年12月議会に閉園を趣旨とする改正条
例案を提案するが否決となる。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

附属機関である上尾市幼児教育振興協議会へ
諮問し、学識者や幼児教育関係者等との意見を
いただきながら平方幼稚園のあり方について決
定する。

上尾市幼児教育振興協議会に「上尾市の幼児
教育の状況」について諮問している。平成31年
度に答申を受けることとなった。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

新たに設置予定する本部及びプロジェクト・チー
ム並びに庁内連絡会議については、規程に基
づきその可否を判断する。また、既に設置されて
いる本部及びプロジェクト・チーム並びに庁内連
絡会議について、担当課と調整し見直しや存
続、廃止とする。

新たな規程に基づく運用を実施した。既存の
本部及びプロジェクト・チーム並びに庁内連
絡会議の見直しを実施した結果、全65の会
議のうち18の会議について、次長会議の活
用などにより廃止することとした。

進捗状況

達成
効果・削減等の額の算定方法

51人（廃止会議出席述べ人数）×
　　　　　　　2,145円（１Ｈの平均人件費）
＝109,359円（削減効果額）
※会議時間は１回あたり１時間と仮定

効果・削減等の額（千円）

109

経緯・課題
担当課の主体性の確立を図るとともに、本務に注力できる環境を整えるために
プロジェクトチーム・ワーキンググループ等の設置におけるルールを作成する
必要がある。

数値目標等
プロジェクトチームやワーキンググループ等の設置におけるルールを作成し、
人的資源の有効活用を検討する。

平成27年度の
状　　　　況

「上尾市における本部及びプロジェクト・チーム並びに庁内横断会議の設置の
手続等に関する規程」を定める。

行 革 項 目 事務事業の効率化

13
プロジェクトチーム・ワーキンググループ
等の見直し

担当課
　

行政経営課
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

効果・削減等の額（千円）

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

進捗状況

効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

・地域リサイクル等の推進や市民への意識啓
 発により、ごみ減量化に取り組む。
・事業者からの産業廃棄物の搬入を禁止する
 ためにごみ搬入検査を実施する。
・ごみの有料化については、県内他市町村の実施状況や
継続的にごみの減量化が進んでいる中での、有料化した
際の影響について、引き続き調査・研究する。

【出典】上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
●可燃ごみ排出量
Ｈ29　53,604トン（予定）
内訳　家庭系44,828トン
　　　　事業系  8,776トン
●全体ごみ1人1日
Ｈ29　719グラム（予定）

・地域リサイクルの推進や出前講座に加え、新規に「ごみダ
イエット大作戦」として啓発効果を測定したり、「もったいない
ゼロ2017」として3Rを学ぶ体験型イベントを実施するなど、効
果的な意識啓発によりごみの減量化を図った。
・ごみの搬入者の確認やごみ検査を実施し、ごみの持ち込
みの適正化を図った。
・地域リサイクル実施登録団体を対象に、ごみの有料化制度
の導入についてアンケートを実施した結果、「有料化制度の
導入はしない方がよい」が全体の59.5%と過半数を上回っ
た。
●可燃ごみ排出量
Ｈ29　49,227トン（前年度比▲1,058トン）
内訳　家庭系43,376トン（前年度比▲1,114トン）
　　　　事業系　5,851トン（前年度比+57トン）

●全体ごみ１人１日
Ｈ29　638グラム
（前年度比▲12グラム）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

１トン当たり最終処分・委託料30,253円×対27年度比・最終
処分量▲407トン＝12,312千円

※対27年度比・最終処分量▲
407トン＝Ｈ27・最終処分量6,956
トン-Ｈ29・最終処分量6,549トン

効果・削減等の額（千円）

12,312

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

・地域リサイクル等の推進や市民への意識啓
 発により、ごみ減量化に取り組む。
・事業者からの産業廃棄物の搬入を禁止する
 ためにごみ搬入検査を実施する。
・受益者負担の原則に鑑み、有料化について、調査・研究
する。

【出典】上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
●可燃ごみ排出量
H28　53,782トン（予定）
内訳　家庭系45,006トン
         事業系  8,776トン
●全体ごみ1人1日
Ｈ28　721グラム（予定）

・地域リサイクルの推進、出前講座やメールマガジン等を通
じた市民への意識啓発により、更なるごみの減量化を図るこ
とができた。また、ごみの搬入者の確認やごみ検査を実施
し、ごみの持ち込みの適正化を図った。
・ごみの有料化の調査・研究については、不法投棄対策の
調査・研究の中で他自治体で有料化した際の不法投棄の
影響等の情報収集を行った。
●可燃ごみ排出量　　　※（前年度実績値比）
H28　 50,285トン（前年度比▲1,784トン）
内訳　家庭系44,490トン（前年度比▲338トン）
　　　　事業系　5,794トン（前年度比▲1,446トン）

●全体ごみ１人１日
Ｈ28　650グラム
（前年度比▲24グラム）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

1トン当たり最終処分・委託料29,696円×対前年比・最終処
分量▲195トン＝5,791千円
※対前年比・最終処分量▲195ト
ン＝Ｈ27・最終処分量6,956トン-
Ｈ28・最終処分量6,761トン

効果・削減等の額（千円）

5,791

経緯・課題
ごみの減量やごみ処理経費削減についてはこれまでも行政改革で取り組んで
いるが、継続的に取り組む必要がある。

数値目標等
リサイクルの推進及びごみ処理の有料化の検討を行い、可燃ごみ排出量を
52,942ﾄﾝに減量する。

平成27年度の
状　　　　況

可燃ごみ排出量52,069トン
1トン当たりの最終処分・委託料29,696円（＝Ｈ27・委託料206,568千円/Ｈ27・最終処
分量6,956トン）

行 革 項 目 事務事業の効率化

14 ごみの減量・ごみ処理経費削減
担当課

　環境政策課
西貝塚環境センター
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

・地域リサイクル等の推進や市民への意識啓発により、ご
み減量化に取り組む。
・事業者からの産業廃棄物の搬入を禁止するためにごみ
搬入検査を実施する。
・ごみの有料化については、他市町村の事例や附属機関
での意見を参考に、有料化の可否について方針を検討す
る。

【出典】上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
●可燃ごみ排出量
Ｈ31　53,249トン（予定）
内訳　家庭系44,473トン
　　　　事業系  8,776トン
●全体ごみ1人1日
Ｈ31　716グラム（予定）

・地域リサイクルの推進や出前講座に加え、「もったいないゼ
ロ2019」として3Rを学ぶ体験型イベントを実施し、また、キャ
ンドルナイトカフェ等でごみ減量の啓発を行うなど、ごみ減
量に向けた意識啓発を継続して行った。
・台風19号の被害による災害廃棄物の処理の影響により、
前年度より処理量は増加しているが、上尾市一般廃棄物（ご
み）処理基本計画の数値を下回っている。
・ごみの搬入者の確認やごみ検査を実施し、ごみの持ち込
みの適正化を図った。
・ごみの有料化については、伊奈町とのごみ処理の広域化
を進める中で歩調を合わせる必要があり、整備計画策定の
際に結論を出すこととする。
●可燃ごみ排出量
Ｈ31　52,445トン（前年度比　＋2,250トン）
内訳　家庭系44,377トン（前年度比　＋456トン）
　　　　事業系8,068トン（前年度比　＋1,794トン）

●全体ごみ１人１日
Ｈ31　676グラム（前年度比
＋25グラム）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

１トン当たり最終処分・委託料30,259円×対27年度比・最終
処分量増加分358トン＝10,832千円（増加）

※対27年度比・最終処分量＋
358トン＝Ｈ27・最終処分量6,956
トン-Ｈ31・最終処分量7,314トン

効果・削減等の額（千円）

▲ 10,832

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

・地域リサイクル等の推進や市民への意識啓発により、ご
み減量化に取り組む。
・事業者からの産業廃棄物の搬入を禁止する ためにごみ
搬入検査を実施する。
・ごみの有料化については、他市町村の実施状況や継続
的にごみの減量化が進んでいる中での、有料化した際の
影響について、引き続き調査・研究する。

【出典】上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
●可燃ごみ排出量
Ｈ30　53,427トン（予定）
内訳　家庭系44,651トン
　　　　事業系  8,776トン
●全体ごみ1人1日
Ｈ30　718グラム（予定）

・地域リサイクルの推進や出前講座に加え、「もったいないゼ
ロ2018」として3Rを学ぶ体験型イベントを実施し、また、環境
啓発動画の作成やキャンドルナイトカフェ等でごみ減量の啓
発を行うなど、ごみ減量に向けた意識啓発を継続して行っ
た。
　ごみ排出量は前年度より微増しているが、上尾市一般廃
棄物（ごみ）処理基本計画の数値を下回っている。
・ごみの搬入者の確認やごみ検査を実施し、ごみの持ち込
みの適正化を図った。
・ごみの有料化については、市民意識調査の中でごみ袋の
有料化について調査を行い、過半数が有料化する必要はな
いとの回答であった。その結果を附属機関である廃棄物減
量等推進審議会にて報告し、有識者の意見を聴取した。
●可燃ごみ排出量
Ｈ30　50,195トン（前年度比　＋968トン）
内訳　家庭系43,921トン（前年度比　＋545トン）
　　　　事業系6,274トン（前年度比　＋423トン）

●全体ごみ１人１日
Ｈ30　651グラム（前年度比
＋13グラム）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

１トン当たり最終処分・委託料30,943円×対27年度比・最終
処分量▲227トン＝7,024千円

※対27年度比・最終処分量▲
227トン＝Ｈ27・最終処分量6,956
トン-Ｈ30・最終処分量6,729トン

効果・削減等の額（千円）

7,024
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

１トン当たり最終処分・委託料30,954円×対27年
度比・最終処分量▲274トン＝8,481千円

※対27年度比・最終処分
量▲274トン＝Ｈ27・最終
処分量6,956トン-R2・最終
処分量6,682トン

効果・削減等の額（千円）

8,481

順調… 単年度の実施内容（予定）を全て
実施した場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

・地域リサイクル等の推進や市民への意識啓
 発により、ごみ減量化に取り組む。
・事業者からの産業廃棄物の搬入を禁止する
 ためにごみ搬入検査を実施する。

【出典】上尾市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画
●可燃ごみ排出量
Ｈ32　52,942トン（予定）
内訳　家庭系44,166トン
　　　　事業系  8,776トン
●全体ごみ1人1日
Ｈ32　715グラム（予定）

・地域リサイクルの推進や出前講座、環境パネル
展、中学校でのパネル展示等を実施し、ごみ減
量に向けた意識啓発を継続して行った。
・ごみの搬入者の確認やごみ検査を実施し、ご
みの持ち込みの適正化を図った。

●可燃ごみ排出量
R2　51,670トン（前年度比　▲775トン）
内訳　家庭系44,835トン（前年度比　＋458トン）
　　　　事業系6,835トン（前年度比　▲1,233トン）

●全体ごみ１人１日
R2　671グラム
（前年度比　＋5グラム）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

大石南小の北校舎内に放課後児童クラブを新設
する。

上尾市学校施設更新計画の策定に当たって、学
校余裕教室の活用策を盛り込みつつ平成32年
度にかけて策定していく。

大石南小に放課後児童クラブを新設した。（所
管　青少年課）
学校余裕教室の活用策を盛り込みつつ、上尾
市学校施設更新計画の策定を進めた。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

建設単価平均値(※1）　400,135円/㎡…A
大石南小放課後児童クラブ建設単価
157,716円/㎡…B
建築単価差額＝A-B=242,419円/㎡
242,419/㎡×263.64㎡(※2）＝63,911千円
※1 木造構造建築単価平均値
※2 大石南小放課後児童クラブの延床面積

効果・削減等の額（千円）

63,911

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

大石南小に放課後児童クラブを検討する。
（所管　青少年課）

平方北小に放課後児童クラブを開所した。
　また、大石南小については、北校舎内に
設置すべく検討をした。（所管　青少年課）

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題 少子化の進行に鑑み、学校余裕教室等を有効活用する必要がある。

数値目標等
放課後児童クラブ等の設置を含め、学校余裕教室等の活用について検討す
る。

平成27年度の
状　　　　況

余裕教室等を活用した学校
平方東小学校・大石南小学校・西小学校等

行 革 項 目 事務事業の効率化

15 学校余裕教室等の活用
担当課

　
教育総務課
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行政改革実施計画　進捗管理シート

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て実

施した場合

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施し
ていない場合

一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一
部実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

東町小に放課後児童クラブを検討する。
（所管　青少年課）

上尾市学校施設更新計画の策定に当たって、学
校余裕教室の活用策を盛り込みつつ策定する。

上尾市放課後児童クラブ施設整備検討委員
会を開催し、東町小に放課後児童クラブの新
設・移設が決定した。（令和３年度に新設・移
設：所管　青少年課）
複合化の状況と方針を盛り込んだ、上尾市学
校施設更新計画基本計画（案）を検討した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

余裕教室における放課後児童クラブの設置につ
いては、利用者の推移や要望等を踏まえて検討
していく。

上尾市学校施設更新計画の策定に当たって、学
校余裕教室の活用策を盛り込みつつ策定する。

今泉小に放課後児童クラブを新設・移設した。
(所管　青少年課)

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

建設単価平均値(※1）　407,545円/㎡…A
今泉小放課後児童クラブ建設単価　224,959
円/㎡…B
建築単価差額＝A-B=182,586円/㎡
182,586/㎡×159.7㎡(※2）＝29,159千円
※1 木造構造建築単価平均値
※2 今泉小放課後児童クラブの延床面積

効果・削減等の額（千円）

29,159

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

原市小の南校舎に放課後児童クラブを新設す
る。
（所管　青少年課）

上尾市学校施設更新計画の策定に当たって、学
校余裕教室の活用策を盛り込みつつ平成32年
度にかけて策定していく。

原市小に放課後児童クラブを新設・移設した。
(所管　青少年課)　学校余裕教室の活用策を
盛り込みつつ、上尾市学校施設更新計画の策
定を進めた。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

建設単価平均値(※1）400,135円/㎡…A
原市第二学童にこにこクラブ建設単価
199,232円/㎡…B
建築単価差額＝A-B=200,903円/㎡
200,903円/㎡×131.78㎡(※2）＝26,474千円
※1 木造構造建築単価平均値
※2 原市第二学童にこにこクラブの延床面積

効果・削減等の額（千円）

26,474
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

【シルバー人材センター】
・補助金対象職員数（職員4人、嘱託職員1人、臨時
職員10人）他市の状況を調査し、適正化を検討す
る。
【社会福祉協議会】
・平成30年度までに運営費補助金から１人分の補助
金を削減する。
・地域福祉にかかる事業への従事者の拡充につい
て、方針を決定する。
【勤労者福祉サービスセンター】
・時間外勤務の短縮や事務経費の削減等により、引
き続き経費削減に努めつつ、会員拡大に向けた取り
組みをはじめ、自主財源の確保に向けた手法につ
いて検討する。

【シルバー人材センター】
・シルバー人材センターの国庫補助金（連合交付金）
の積算方法が変更となっているため、平成24年度以
降適用されている市補助金の積算方法も見直すことと
した。
【社会福祉協議会】
・平成30年度の予算編成において、1.5人分を減する
こととし、平成29年度は補助対象職員の人事異動によ
り、補助金額が削減されたもの。
【勤労者福祉サービスセンター】
・H29決算額：46,982千円
・人件費の増加は定期昇給によるもの。事務経費の削
減等を行い、全体の増加は最小限である。また、職員
残業時間は昨年度より減少。
・新規会員獲得を期し、入会金無料キャンペーン実
施、事業所を訪問しての加入促進等、方策を実施した
が、事業所の本社所在地での加入、切り替え等、サー
ビスセンターの業務範囲外の影響で会員数が減少し
た。

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

【シルバー人材センター】
・補助金対象職員数（職員4人、嘱託職員1人、
臨時職員12人）
・この現状に対し、他市の状況を調査し、適正化
を検討する。
【社会福祉協議会】
・平成30年度までに運営費補助金から１人分の
補助金を削減する。
・地域福祉にかかる事業への従事者の拡充を
検討する。
【勤労者福祉サービスセンター】
・時間外勤務の短縮や事務経費の削減等によ
り、引き続き経費削減に努めていく。

【シルバー人材センター】
補助金算定条件の検証・整理を実施した（経過や実
態など）。他市の状況の調査は平成29年度中に実施
する。
【社会福祉協議会】
・平成30年度を目途に実施予定。
・他市の状況は調査済み。（平成３０年度の予算編成
をとおし、方針を定めることとする。）
【勤労者福祉サービスセンター】
・Ｈ28決算額：46,467千円
職員の定期昇給に伴う人件費の増加があったものの、
事務経費の削減等を行い、全体として増加は最小限
にとどまった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
関連団体の運営については、組織の効率化など自立に向けた取組を促すと
ともに、当該団体に対する補助金の更なる適正化について検討する必要があ
る。

数値目標等 補助金の適正化を図る。

平成27年度の
状　　　　況

平成２７年度補助金決算額 ①シルバー人材センター（29,402千円）②社会福
祉協議会（159,691千円）③勤労者福祉サービスセンター（43,857千円）

16 関連団体に対する補助金の見直し
担当課

高齢介護課・福祉総務課・商工課

行 革 項 目 特別会計・関連団体の経営改善
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

【シルバー人材センター】
・他市の積算方法を調査し、現状にあった新たな積
算方法を策定する。
【社会福祉協議会】
・運営費補助金から1.5人分の補助金を削減する。
【勤労者福祉サービスセンター】
・時間外勤務の短縮や事務経費の削減等により、引
き続き経費削減に努めつつ、会員拡大に向けた取り
組みをはじめ、自主財源の確保に向けた手法につ
いて検討する。

【シルバー人材センター】
・現状にあった新たな積算方法を策定した。

【社会福祉協議会】
・運営費補助金から1.5人分の補助金を削減し
た。

【勤労者福祉サービスセンター】
H30年度決算額　　47,180千円
・職員の定期昇給に伴う人件費の増加を見込ん
だが、職員の病休があり給料手当が減少、事務
経費の削減等も行ったこと等含め結果として前
年度並みににとどまった。
・昨年に続き入会金無料キャンペーンや事業所
を訪問しての加入促進等、会員拡大の努力はし
たが事業所数会員数ともに前年度より減少した。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

【シルバー人材センター】　―

【社会福祉協議会】
　平成27年度決算額　　159,691千円　…A
  平成30年度決算額　　153,746千円　…B
　A-B＝5,945千円

【勤労者福祉サービスセンター】　―

効果・削減等の額（千円）

5,945

【シルバー人材センター】
・補助金対象職員数（職員4人、嘱託職員1人、臨時
職員10人）他市の状況を調査し、適正化を検討す
る。
【社会福祉協議会】
・平成30年度までに運営費補助金から１人分の補助
金を削減する。
・地域福祉にかかる事業への従事者の拡充につい
て、方針を決定する。
【勤労者福祉サービスセンター】
・時間外勤務の短縮や事務経費の削減等により、引
き続き経費削減に努めつつ、会員拡大に向けた取り
組みをはじめ、自主財源の確保に向けた手法につ
いて検討する。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

【シルバー人材センター】　―
【社会福祉協議会】
　 平成27年度決算額　　159,691千円　…A
   平成29年度決算額　　156,051千円　…B
　　A-B＝3,640千円
【勤労者福祉サービスセンター】　―

効果・削減等の額（千円）

3,640

33



行政改革実施計画　進捗管理シート

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

【シルバー人材センター】
・現状にあった新たな積算方法で予算要求する。
【社会福祉協議会】
・新たな社協の管理計画をもとに内容検討する。
【勤労者福祉サービスセンター】
・時間外勤務の短縮や事務経費の削減等により、引
き続き経費削減に努めつつ、会員拡大に向けた取り
組みをはじめ、自主財源の確保に向けた手法につ
いて検討する。

【シルバー人材センター】
新たな積算方法で予算要求した。
【社会福祉協議会】
・社協の定員管理計画をもとに管理を実施した。
【勤労者福祉サービスセンター】
H31年度決算額　　48,809千円
・定期昇給や給与改定、病休職員の復職により
人件費が増加した。
・昨年に続き新規会員加入の促進を図るための
キャンペーン等を実施したものの、事業所数・会
員数ともに前年度より減少した。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

【シルバー人材センター】
　平成27年度決算額　29,402千円　…Ａ
　平成31年度決算額　28,195千円　…Ｂ
　A-B＝1,207千円
【社会福祉協議会】
　平成27年度決算額　　159,691千円　…A
  平成31年度決算額　　148,257千円　…B
　A-B＝11,434千円
【勤労者福祉サービスセンター】　―

効果・削減等の額（千円）

12,641

34



行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

【シルバー人材センター】
　平成27年度決算額　29,402千円　…Ａ
　令和2年度決算額　 28,263千円　…Ｂ
　A-B＝１，１３９千円
【社会福祉協議会】
　 平成27年度決算額　159,691千円…A
　 令和2年度決算額　 147,422千円…B（Cを除
く）
※令和2年度決算額　 28,102千円…C
　A-B＝12,269千円
【勤労者福祉サービスセンター】　―

効果・削減等の額（千円）

13,408

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

【シルバー人材センター】
・現状にあった新たな積算方法で予算要求する。
【社会福祉協議会】
・新たな社協の管理計画をもとに内容検討する。
【勤労者福祉サービスセンター】
・時間外勤務の短縮や事務経費の削減等により、引
き続き経費削減に努めつつ、会員拡大に向けた取り
組みをはじめ、自主財源の確保に向けた手法につ
いて方針を決定する。

【シルバー人材センター】
・新たな積算方法で予算要求した。
【社会福祉協議会】
社協の定員管理計画をもとに管理を実施した。
令和2年度においては、総合福祉センター管理
事業の中で社会福祉協議会に委託していた業
務を見直し、業務委託料で計上していた一部の
経費を管理経費補助として計上したため、決算
総額は増額となっているが、本経費分（C）を除け
ば対平成27年度決算額において削減となってい
る。
【勤労者福祉サービスセンター】
令和2年度決算額　　50,257千円
・正規職員の期末手当や時間外手当の削減、臨
時職員の賃金改定等の算定訂正に伴う削減によ
り、人件費は減少した。また、コロナの影響を受
け、計画していた事業を中止することも多く、事
業に係る経費は大幅に減少した。
・令和３年度は、財政運営の考え方を改め、一般
管理費や調査研究費、情報提供費などの経費
に、自主財源を充当する方針とする。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

・平成３０年度からの広域化に向けての準備を実
施するとともに、税制改正に伴う適切な対応を検
討する。また、第２期保健事業実施計画等を策
定し、医療費の適正化に向けた取り組みを実施
する。
・平成29年度課税分から国保税の賦課限度額を
改正する。
基礎課税額の限度額　51万円→52万円
後期高齢者支援金課税額の限度額　14万円→
17万円
介護納付金課税額の限度額　12万円→16万円
・上記の取組などにより、引き続き基準外繰出金
の適正化を図る。

・平成30年度からの広域化に向けて、県内の統一的な
運営方針である「埼玉県国民健康保険運営方針」が
策定され、準備を開始した。また、第２期保健事業実
施計画等を策定し、保健事業の効果分析等を行い、
健康課題と目標の設定を行った。
・左記のとおり、国保税の賦課限度額を改正した。
・保険給付費の減少や被保険者数の減に伴う決算見
込みに基づく精算により、基準外繰出金が減少となっ
たが、実質的な収支は6.1億円の赤字である。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値　－
　　　平成２９年度基準外繰出金決算額
873,606千円－203,578千円＝670,028千円

効果・削減等の額（千円）

670,028

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

・国民健康保険の制度改正に伴い、平成３０年
度から都道府県が財政運営の主体となる広域化
に向けての準備を実施する。また、税制改正に
伴う適切な対応を検討するなどにより、基準外繰
出金の適正化を図る。

・保険税等の歳入が被保険者数の減に伴い減少
した一方、保険給付費の減少幅が小さかったた
め、基準外繰出金が増加した。
・制度改革に向けて、県の広域化推進会議や
ワーキンググループにおいて、県全体の運営方
針の検討を行った。また、国保税の賦課限度額
を改正し、平成29年度分から引き上げることとし
た。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値　－
　　　　　　平成２８年度基準外繰出金決算額
873,606千円－1,040,679千円＝▲167,073千円

効果・削減等の額（千円）

▲ 167,073

経緯・課題
受益者負担の観点から、一般会計からの基準外繰出金を抑制する必要があ
る。

数値目標等 医療費の抑制及び保険税の適正化を継続的に実施する。

平成27年度の
状　　　　況

基準外繰出金決算額平均値（平成２３～２７年度） 873,606千円

行 革 項 目 特別会計・関連団体の経営改善

17
国民健康保険特別会計繰出金の繰出基準内
への抑制

担当課
　

保険年金課
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

・「埼玉県国民健康保険運営方針」に基づき、赤
字を解消する段階的な目標を設定し、必要な対
策に取組みながら基準外繰出金の適正化を図
る。
  ○平成３１年度課税分から国保税率等を改正
　○賦課方式を４方式から２方式へ改正
　○賦課限度額を改正
 <改正前>所得割 　資産割 　　均等割　 　平等割 　　賦課限度額

医療分　 6.8％ 　30％　  10,000円 　15,000円　   52万円
支援金　 1.5％ 　　―　　   8,000円 　　  ― 　　    17万円
介護分　 1.0％ 　　―　　   9,000円       ―          16万円
合　　計  9.3％     30％   27,000円   15,000円     85万円

<改正後> 所得割 　資産割 　　均等割　 　平等割 　賦課限度額
医療分 　6.8％ 　  廃止   27,000円　     廃止      58万円
支援金 　1.9％ 　    ―    10,000円 　      ―       19万円
介護分　 1.5％ 　    ―    12,000円 　      ―       16万円

合　計 　10.2％       ―    49,000円 　      ―       93万円
※医療分の資産割と平等割を廃止

・保健事業実施計画（データヘルス計画）等に基
づき、健康づくりや重症化予防による医療費適
正化の取組を図り、基準外繰出金の適正化を図
る。

・国保の運営について、国保運営協議会の答申に基
づき、平成31年度より左記の通り賦課方式を２方式へ
変更、国保税率及び賦課限度額を改正。
・データヘルス計画に基づき、特定健診の受診率向上
に繋がる事業を引き続き実施。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値　－
　　　平成31年度基準外繰出金決算額
873,606千円－544,901千円＝328,705千円

効果・削減等の額（千円）

328,705

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

・平成３０年度からの制度改正に伴い、「埼玉県
国民健康保険運営方針」に基づき、赤字を解消
する段階的な目標について検討する。
・保健事業実施計画（データヘルス計画）等に基
づき、健康づくりや重症化予防による医療費適
正化の取組を図り、基準外繰出金の適正化を図
る。

・平成31年度以降の国保の運営について、国保運営
協議会の答申に基づき、平成31年度より国保税率及
び賦課限度額を改正。また、「埼玉県国民健康保険運
営方針」に基づき、平成35年度までに段階的に赤字を
削減・解消する計画を策定。
・データヘルス計画に基
づき、特定健診の受診率
向上に繋がる事業を引き
続き実施。

進捗状況

順調

効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値　－
　　　平成30年度基準外繰出金決算額
873,606千円－593,167千円＝280,439千円

効果・削減等の額（千円）

280,439
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

基準外繰出金決算額平均値　－
　　　令和2年度基準外繰出金決算額
873,606千円－486,966千円＝386,640千円

効果・削減等の額（千円）

386,640

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

・「埼玉県国民健康保険運営方針」に基づき、赤
字を解消する段階的な目標を設定し、必要な対
策に取組みながら基準外繰出金の適正化を図
る。
・令和２年度課税分から国保税の賦課限度額を
改正する。
・保健事業実施計画（データヘルス計画）等に基
づき、健康づくりや重症化予防による医療費適
正化の取組を図り、基準外繰出金の適正化を図
る。

・国保の運営について、国保運営協議会の答申に基
づき、令和2年度課税分から左記のとおり国保税の賦
課限度額を改正。（基礎課税額の限度額58万円→61
万円）
・データヘルス計画に基づき、特定健診の受診率向上
に繋がる事業を引き続き実施。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、経
営改善を進め、繰出金の抑制を図る。

公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、経
営改善を進め、繰出金の抑制を図った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値　－
　　　　　　平成２９年度基準外繰出金決算額
617,292千円－347,334千円＝268,958千円

効果・削減等の額（千円）

269,958

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、経
営改善を進め、繰出金の抑制を図る。

公共下水道の適正な整備・維持管理ととも
に、経営改善を進め、繰出金の抑制を図っ
た。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値　－
　　　　　　平成２８年度基準外繰出金決算額
617,292千円－567,253千円＝50,039千円

効果・削減等の額（千円）

50,039

経緯・課題
受益者負担の観点から、一般会計からの基準外繰出金を抑制する必要があ
る。

数値目標等
公営企業会計への移行を進めるとともに、更なる事務事業の効率化を実施し、
使用料の適正化についても継続的に検討する。

平成27年度の
状　　　　況

基準外繰出金決算額平均値（平成２３～２７年度）　617,292千円
(公共下水道管理基金繰入金含む）

行 革 項 目 特別会計・関連団体の経営改善

18
公共下水道特別会計繰出金の繰出基
準内への抑制

担当課
　

経営総務課
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、経
営改善の努力も進め、繰出金の抑制を図る。
投資・財源試算を行い、公共下水道事業経営戦
略を策定する。

公共下水道の適正な整備・維持管理や経営改
善の努力を進め、操出金の抑制を図った。投資・
財源試算を行い、公共下水道事業経営戦略を
策定した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値　－
　　　　　　令和２年度基準外繰出金決算額
617,292千円－547,958千円＝69,334千円

効果・削減等の額（千円）

69,334

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ…

効果・削減等の額（千円）

▲ 101,475

単年度の実施内容（予定）を一部
実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、経
営改善を進め、繰出金の抑制を図る。

公共下水道の適正な整備・維持管理や経営改
善を進め、繰出金の抑制を図ったが、公営企業
会計への移行に伴い、繰越金や基金繰入金を
収入予算として見込めなくなり増額した。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値　－
　　　　　　平成３１年度基準外繰出金決算額
617,292千円－728,767千円＝▲101,475千円

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、経
営改善を進め、繰出金の抑制を図る。

公共下水道の適正な整備・維持管理とともに、経
営改善を進め、繰出金の抑制を図った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

基準外繰出金決算額平均値　－
　　　　　　平成３０年度基準外繰出金決算額
617,292千円－303,934千円＝313,358千円

効果・削減等の額（千円）

313,358
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

①引き続き市内企業へ広告掲載・ネーミングライ
ツに向けたアプローチを行う。
②③（仮称）上尾市広告収入等導入ガイドライン
を策定し、市有施設のネーミングライツ及び市有
地の看板等の設置により、全庁的に更なる広告
収入を確保する。
⇒歳入の25％増額を目指し、5％以上は歳入を
増額する。

①前年より広告収入は減少したが、ぐるっとくん
のバス停広告など、市内企業にアプローチをお
こなった結果、基準値である平成27年度の決算
額からは広告収入が増加した。
②③（仮称）上尾市広告収入等導入ガイドライン
の策定に向け、調査・検討したものの、広告種類
や手法が多岐にわたることから、具体案までの策
定まで至らず、新たな広告収入の確保に至らな
かった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成27年度決算額　3,643千円
平成29年度決算額　3,902千円
平成27年度比　　　     259千円増　（7.1％増）

効果・削減等の額（千円）

259

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

①引き続き市内企業へ広告掲載・ネーミングライ
ツに向けたアプローチを行う。
②ネーミングライツの導入が可能な市有施設を
決定する。
③市内企業へ広告掲載に向けたアプローチを
行い、新たに看板設置等が可能な市有地の調
査を行うとともに、その他、現在広告掲載を行っ
ている施設等の貸付料の見直しを行う。
⇒歳入の25％増額を目指し、5％以上は歳入を
増額する。

①広告掲載・ネーミングライツのアプローチを
行った結果、広告収入が増加した。
②③設置場所の制限などの課題が顕在化したた
め、新たな広告媒体の選定及び見直し作業が遅
延した。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成27年度決算額　3,643千円
平成28年度決算額　4,127千円
平成27年度比　　　     484千円増　（13.2％増）

効果・削減等の額（千円）

484

経緯・課題 更なる広告料収入を確保する必要がある。

数値目標等

①ぐるっとくんのバス停広告・ネーミングライツの更なる拡充
②市有施設のネーミングライツの実施
③上尾駅自由通路広告の更なる拡充とその他市有地への新たな看板設置
その他、随時新たな広告掲載媒体を拡充し、広告料収入を２５％増やす。

平成27年度の
状　　　　況

ぐるっとくんバス停　ネーミングライツ240千円・バス停広告88千円
上尾駅自由通路広告2,031千円
コミュニティビジョン864千円
地図案内板貸付420千円
計　3,643千円（平成27年度決算額）

行 革 項 目 広告掲載の推進

19 施設・車両を活用した広告掲載
担当課

　
全庁
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

平成27年度決算額　3,643千円
令和２年度決算額   3,867千円
平成27年度比　　　    224千円増　（6.1％増）

効果・削減等の額（千円）

224

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

①②③「広告、ネーミングライツ及び財産貸付に
係る事務の手引き」に基づき、新たに広告掲載
が可能な施設等を検討し、広告掲載等に向けた
アプローチを行う。上平公園の野球場のネーミン
グライツ採用を目指し、企業回り等を行う。
⇒歳入の25％増額を目指し、5％以上は歳入を
増額する。

①前年よりバス停命名が２件増となったので、広告収
入が増加した。
②③新たな広告収入の確保には至らなかったが、
ネーミングライツについては、上平公園野球場につい
て検討を行い、企業情報の収集を行った。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

①②③「広告、ネーミングライツ及び財産貸付に
係る事務の手引き」に基づき、新たに広告掲載
が可能な施設等を検討し、広告掲載等に向けた
アプローチを行う。
また、「歳入インセンティブ予算制度」を周知する
ことにより活用を推進する。
⇒歳入の25％増額を目指し、5％以上は歳入を
増額する。

①前年より広告収入は減少したが、基準値である平成
27年度の決算額からは広告収入が増加している。
②③歳入インセンティブ制度を始めたが、新たな広告
収入の確保には至らなかった。ネーミングライツにつ
いては、上平公園野球場について検討を開始し、先
進市の視察に行った。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成27年度決算額　3,643千円
平成31年度決算額　3,703千円
平成27年度比　　　    　60千円増　（1.6％増）

効果・削減等の額（千円）

60

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

①引き続き市内企業へ広告掲載・ネーミングライ
ツに向けたアプローチを行う。
②③（仮称）上尾市広告収入等導入ガイドライン
を策定し、市有施設のネーミングライツ及び市有
地の看板等の設置により、全庁的に更なる広告
収入を確保する。
⇒歳入の25％増額を目指し、5％以上は歳入を
増額する。

①前年より広告収入は減少したが、基準値であ
る平成27年度の決算額からは広告収入が増加し
ている。
②③新たな広告収入の確保には至らなかった
が、広告収入の確保を図るべく「広告、ネーミン
グライツ及び財産貸付に係る事務の手引き」を策
定した。また、「歳入インセンティブ予算制度」を
創設し、平成３１年度から運用することとした。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成27年度決算額　3,643千円
平成30年度決算額　3,752千円
平成27年度比　　　     109千円増　（2.9％増）

効果・削減等の額（千円）

109
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

①引き続き市内企業へ広告掲載等に向けたア
プローチを行う。
②（仮称）上尾市広告収入等導入ガイドラインを
策定し、市作成の刊行物及び封筒の広告掲載
等の新たな活用により、全庁的に更なる広告収
入を確保する。
⇒歳入の15％増額を目指し、3％以上は歳入を
増額する。

①広報あげおや健康カレンダーなど、市内企業にアプ
ローチを行った結果、広告収入が増加した。
また、民間会社と協働し、子育てガイドブックの発行やタ
ウン誌に行政情報の掲載を行った。
②（仮称）上尾市広告収入等導入ガイドラインの策定に
向け、調査・検討したものの、広告種類や手法が多岐に
わたることっから、具体案までの策定まで至らず、新たな
広告収入の確保に至らなかった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成27年度決算額　11,310千円
平成29年度決算額　8,984千円
平成27年度比　      2,326千円減　（20.6％減）

効果・削減等の額（千円）

▲ 2,326

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

①引き続き市内企業へ広告掲載等に向けたア
プローチを行う。
②市作成の刊行物及び封筒の広告掲載の可否
の全庁調査の実施し、新たに取組む対象を決定
するとともに、その他、現在広告掲載を行ってい
る市発行物等の広告料の見直しを行う。
⇒歳入の15％増額を目指し、3％以上は歳入を
増額する。

①市ホームページ、広報あげお、ごみ収集カレンダーへ
の広告掲載申込件数が減ったため、広告収入も減少し
た。
②紙媒体への広告の減少などの課題が顕在化したため
新たな広告媒体の選定及び見直し作業が遅延した。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成27年度決算額　11,310千円
平成28年度決算額　9,139千円
平成27年度比　      2,171千円減　（19.2％減）

効果・削減等の額（千円）

▲ 2,171

経緯・課題 更なる広告料収入の確保や作成費の圧縮を図る必要がある。

数値目標等

①市発行物への広告掲載によって得られる広告収入により歳入の確保を図る
②市で作成していた市発行物を、広告掲載を行うことで民間事業者に作成を依
頼し、事業費の削減を図る
その他、随時新たな広告掲載媒体を拡充し、広告料収入や広告掲載による効
果額を１５％増やす。

平成27年度の
状　　　　況

市ホームページ　2,840千円
広報　2,225千円
ごみ収集カレンダー　750千円
健康カレンダー　570千円
窓口封筒　300千円
広告入り窓口封筒（無償提供）170,000枚（効果額1,246千円相当）
くらしのガイド（無償提供）（効果額995千円相当）
（※以下毎年度効果額として算入する）
災害ハザードマップ　300千円（Ｈ２７年度作成時の広告収入）等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　11,310千円（平成27年度決算額）

行 革 項 目 広告掲載の推進

20 市発行物等を活用した広告掲載
担当課

　
全庁
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

平成27年度決算額　11,310千円
令和2年度決算額　　23,004千円
平成27年度比　       11,694千円増　（103.3％増）

効果・削減等の額（千円）

11,694

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部実

施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

①②「広告、ネーミングライツ及び財産貸付に係
る事務の手引き」に基づき、新たに広告掲載が
可能な施設等を検討し、広告掲載等に向けたア
プローチを行う。
⇒歳入の15％増額を目指し、5％以上は歳入を
増額する。

昨年度から、広告等は減少しているが、あげおくらしのガ
イドをリニューアルして寄贈による発刊をしたので、昨年
度より効果額が上がった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

①②「広告、ネーミングライツ及び財産貸付に係
る事務の手引き」に基づき、新たに広告掲載が
可能な施設等を検討し、広告掲載等に向けたア
プローチを行う。
また、「歳入インセンティブ予算制度」を周知する
ことにより活用を推進する。
⇒歳入の15％増額を目指し、5％以上は歳入を
増額する。

昨年度、あげおくらしのガイドをリニューアルして寄贈に
よる発刊をしたが、隔年の発刊に変更となったことから、
昨年度より効果額が下がった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成27年度決算額　11,310千円
平成31年度決算額　　8,804千円
平成27年度比　      ▲2,506千円増　（22.2％減）

効果・削減等の額（千円）

▲ 2,506

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

①ぐるっとくんのダイヤ改正が見込まれる戸崎公
園の開設に合わせて、近隣企業・お店へ広告掲
載・ネーミングライツに向けた訪問提案を行う。
②（仮称）上尾市広告収入等導入ガイドラインを
策定し、市作成の刊行物及び封筒の広告掲載
等の新たな活用により、全庁的に更なる広告収
入を確保する。
⇒歳入の15％増額を目指し、5％以上は歳入を
増額する。

①戸崎公園関連の広告掲載の獲得には至らなかった
が、広報あげおの有料広告募集を呼び掛けたところ広
告収入が増加した。
②引き続き民間資源で『あげおくらしのガイド』等の作成
を行うほか、更なる広告収入の確保を図るべく「広告、
ネーミングライツ及び財産貸付に係る事務の手引き」を
策定した。また、「歳入インセンティブ予算制度」を創設
し、平成３１年度から運用することとした。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成27年度決算額　11,310千円
平成30年度決算額　24,212千円
平成27年度比　      12,902千円増　（114.1％増）

効果・削減等の額（千円）

12,902
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

①前年度報告した内容に基づき、各課で新たな
自動販売機設置の募集を行い、契約を締結す
る。（平成３０年度予算要求に反映させる）

②（仮称）上尾市広告収入等導入ガイドラインを
策定し、市有財産の新たな活用により、全庁的
に更なる歳入を確保する。

①左記の内容を実施した（平成２９年度決算額計
14,554千円）
②（仮称）上尾市広告収入等導入ガイドラインの
策定に向け、調査・検討したものの、種類や手法
が多岐にわたることから、具体案までの策定まで
至らず、新たな収入の確保に至らなかった。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成２７年度決算額計 15,219千円
平成２９年度決算額計 14,554千円
平成２７年度比　　　  　 ▲665千円（4.4％減）

効果・削減等の額（千円）

▲ 665

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

・新たに自動販売機を設置できる場所を全庁で
検討するとともに、新たな設置場所を決定する。
・公共施設や空き地を利用した財産活用の他市
の事例を研究し、アイディアを募集する。
・上記の取組などにより、全庁的に更なる歳入を
確保する。

・自動販売機の新たな設置場所について、全
庁で検討を行った。（平成２８年度決算額計
15,022千円）
・公共施設や空き地を利用した財産活用の事
例について研究を行ったが、活用できる土地
や施設が限定されることから新たなアイディア
を募集する必要はないと判断し、担当課で検
討することとした。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成２７年度決算額計 15,219千円
平成２８年度決算額計 15,022千円
平成２７年度比　　　 　　▲197千円（1.3％減）
　

効果・削減等の額（千円）

▲ 197

経緯・課題 市有財産の更なる活用による新たな歳入の確保を図る必要がある。

数値目標等
①新たな貸付契約自動販売機を設置
②空き地や公共施設を利用したソーラーパネルの設置による貸付料等の収入を確保
その他、随時新たに活用可能な財産を活用し、貸付料等の収入を１０％増やす。

平成27年度の
状　　　　況

自動販売機設置場所貸付による財産収入
計 15,2１９千円（平成２７年度決算額）

行 革 項 目 財産活用と付加価値創造の推進

21 財産の活用
担当課

　
全庁
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

平成２７年度決算額計 15,219千円
令和２年度決算額計   11,016千円
平成２７年度比　       ▲4,203千円（27.62％減）

効果・削減等の額（千円）

▲ 4,203

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

「広告、ネーミングライツ及び財産貸付に係る事
務の手引き」に基づく市有財産の新たな活用に
より、全庁的に更なる歳入を確保する。

引き続き、自動販売機の設置を推進し、左記の取
組を行ったが、新型コロナウイルス感染症拡大に
よる外出自粛などの影響により、販売額が減少し
てしまったため、貸付料も減額となった。
自販機設置　R２年度決算額　11,016千円

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

「広告、ネーミングライツ及び財産貸付に係る事
務の手引き」に基づく市有財産の新たな活用に
より、全庁的に更なる歳入を確保する。
また、「歳入インセンティブ予算制度」を周知する
ことにより活用を推進する。

引き続き、自動販売機の設置を推進し、左記の取
組を行った。
自販機設置　H31年度決算額　13,768千円
インセンティブ予算制度を活用した新たな広告掲
載やネーミングライツは無かった。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成２７年度決算額計 15,219千円
平成３１年度決算額計 13,786千円
平成２７年度比　　   ▲1,433千円（9.42％減）

効果・削減等の額（千円）

▲ 1,433

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

①契約に基づき自動販売機を設置するとともに
引き続き自動販売機設置募集を行いつつ、市有
財産の新たな活用により、全庁的に更なる歳入
を確保する。

②（仮称）上尾市広告収入等導入ガイドラインを
策定し、市有財産の新たな活用により、全庁的
に更なる歳入を確保する。
また、具体的な市有財産の活用法を、ガイドライ
ン策定とともに検討していく。

①左記の内容を実施した（平成３０年度決算額計
14,236千円）
②「広告、ネーミングライツ及び財産貸付に係る事
務の手引き」を策定した。また、「歳入インセンティ
ブ予算制度」を創設し、平成３１年度から運用する
こととした。

進捗状況

遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成２７年度決算額計 15,219千円
平成３０年度決算額計 14,236千円
平成２７年度比　　　  　 ▲983千円（6.45％減）

効果・削減等の額（千円）

▲ 983
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

・未利用地や利用実態のない市有地について全
庁に調査を行い、定期借地権等の活用を含め、
有効活用の利用見込みが無い不要資産（行政
財産含む）について選定する。
・引き続き各課で処分・払下げの計画をたて、不
要資産の処分・払下げを進める。

・各課における現況の利用形態が低利用地・
未利用地について、暫定的に利用可能なも
の、公売可能なものについて選定した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

不要土地売却収入　952千円
不要物品売払収入　34千円

効果・削減等の額（千円）

986

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

・引き続き各課で処分・払下げの計画をたて、不
要資産の処分・払下げを進める。
・未利用地や利用実態のない市有地について全
庁に調査を行う。

・各課において、未利用地について処分・払
下げについて検討したが、全庁的に統一し
た手法がないことから、処分・払下げが進ま
なかった。
・上尾市土地開発公社から買戻した市有地
の利用実態の調査を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

不要土地売却収入　8,458千円
不要物品売払収入　112千円

効果・削減等の額（千円）

8,570

経緯・課題
道路・水路を含むすべての未利用の市有地について、必要性や有効活用に
ついて検討し、不要資産については処分を検討する必要がある。

数値目標等
事業の目標を達成している未利用地や利用実態のない道路・水路についての
処分・払下げを進める。

平成27年度の
状　　　　況

代替地・残地　　　 　　14,571.25㎡
普通財産未利用地　　41,956㎡

行 革 項 目 財産活用と付加価値創造の推進

22 不要資産の売却
担当課

　
全庁
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行政改革実施計画　進捗管理シート

遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

不要土地売却収入　　　2,700千円
不要物品売払収入　　       34千円

効果・削減等の額（千円）

2,734

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

・定期借地権等の活用を含め、有効活用の利用
見込みが無い不要資産（行政財産含む）につい
て、売却に向け、市内企業等にアプローチを行
う。
・引き続き不要資産の処分・払下げを進める。

・不要財産の売却について、上尾市Webサイトの
他、各支所出張所や公民館等で周知を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

・定期借地権等の活用を含め、有効活用の利用
見込みが無い不要資産（行政財産含む）につい
て、売却に向け、市内企業等にアプローチを行
う。
・引き続き不要資産の処分・払下げを進める。

・不要財産の売却について、上尾市Webサイトの
他、各支所出張所や公民館等で周知を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

不要土地売却収入　　　2,408千円
不要物品売払収入　　     759千円

効果・削減等の額（千円）

3,167

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

・不要財産売却におけるガイドラインを策定し、
全庁的に不要資産の処分・払下げが推進できる
ようにする。
・定期借地権等の活用を含め、有効活用の利用
見込みが無い不要資産（行政財産含む）につい
て、売却に向け、市内企業等にアプローチを行
う。
・引き続き不要資産の処分・払下げを進める。

・不要土地の売却処分は概ね完了し、不要物品
については、施設課で統一的に事務を進め順調
に推移しているため、行革項目の１９～２１に関
連するガイドライン「広告、ネーミングライツ及び
財産貸付に係る事務の手引き」に不要財産売却
に関する項目は含めないこととした。
・不要財産の売却について、上尾市Webサイトの
他、各支所出張所や公民館等で周知を行った。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

不要土地売却収入　　6,247千円
不要物品売払収入　　　420千円

効果・削減等の額（千円）

6,667
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行政改革実施計画　進捗管理シート

平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

①婚姻届受理証明の費用対効果を検証した上
で導入の可否を判断し、実施する場合は、デザ
インを決定し、予算要求する。
②新たな行政サービスの具体案を策定し、費用
対効果及び導入のプロセスを確認する。

①平成30年4月より、上尾市オリジナル婚姻
届受理証明書（1通1,400円）を発行開始し
た。
②調査・検討したものの、実現可能性のある
取組案の策定までは至っていない。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

①婚姻届受理証明のデザインリニューアルにつ
いては、費用対効果を検証し、導入についての
プロセスを確認する。
②上尾市の新たな魅力づくりに繋がる新たな取
組みについて調査・検討する。

①事例の収集を行った上で、実施団体の取
組について調査した。
②調査・検討したものの、他団体の事例も稀
有であることから、具体案までは至っていな
い。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
行政サービスの付加価値を高め、新たな歳入の確保を図るとともに事業費の
削減を図る必要がある。

数値目標等
①婚姻届受理証明のデザインをリニューアルする
その他、随時新たな取組みを拡充し、500千円の効果を出す。

平成27年度の
状　　　　況

未実施

行 革 項 目 財産活用と付加価値創造の推進

23 新たな行政サービスの取組み
担当課

　
全庁
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遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

①令和２年度実績　107件×1,400円＝149,800円…A
　平成２９年度実績　8件×1,400円=11,200円…B
　A-B=138,600円
②証明写真機設置貸付料　479,520円
　新規バナー広告　40,000円　　　　　合計519,520円
①+②＝658千円

効果・削減等の額（千円）

658

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部

実施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

平成30年度に策定した歳入インセンティブ予
算制度を全庁的に実施し、新たな行政サービ
スの導入検討を行う。実施可能な事業は随時
取り組む。

①婚姻届受理証明を継続して発行した。
②「歳入インセンティブ予算制度」により、「証明
写真機設置」「新規広告バナー」が採用された。
効果額は下記の通り。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

平成30年度に策定した歳入インセンティブ予算
制度を全庁的に実施し、新たな行政サービスの
導入検討を行う。実施可能な事業は随時取り組
む。

①婚姻届受理証明を継続して発行した。
②「歳入インセンティブ予算制度」により、マイナ
ンバーカードやパスポートを作成する方等、市民
サービスの向上に寄与するものとして、令和２年
４月から本庁舎ピロティに証明写真機を設置。効
果額は次年度に計上予定。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

①平成３１年度実績　161件×1,400円＝225,400円…
A
　平成２９年度実績8件×1,400円=11,200円…B
　A-B=214,200

効果・削減等の額（千円）

215

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

①検討状況に伴い実施する場合は、新たなデザ
インの婚姻届受理証明の発行を開始するととも
に広報等で周知する。
②他市事例、県の支援制度を参考に、新たな行
政サービスの具体案を策定し、導入に向けたス
ケジュールの検討、費用対効果の試算を行う。

①新たなデザインの婚姻届受理証明の発行を開
始した。
②新たな行政サービスの具体案の策定には至ら
なかったが、「歳入インセンティブ予算制度」を創
設し、平成３１年度から運用することとした。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

①平成３０年度実績152件×1,400円＝212,800円…A
　平成２９年度実績8件×1,400円=11,200円…B
　A-B=201,600

効果・削減等の額（千円）

202
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平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

①②学校体育館の使用料徴収、貸出物の有料
化
⇒体育館や現在無料で貸し出しているものの有
料化の可否について担当課と調整のもと決定
し、有料化するものは使用料を積算する。

③手数料・使用料等の見直し
⇒市民を交えた懇話会を設置し、手数料・使用
料等の適正化に向けた意見をいただくとともに、
手数料・使用料等の適正化に関する基本方針
（案）を決定する。

①②有料化の是非について引き続き検討した
が、新たな課題が見つかり、決定には至ってい
ない。
③基本方針（案）については、概ね作成が完了
した。 進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

①②学校体育館の使用料徴収、貸出物の有料
化
⇒体育館等を使用している団体等を整理し、使
用料を徴収している他市町村を調査する。

③手数料・使用料等の見直し
⇒受益者負担の原則に鑑み、現行の手数料・使
用料等の適正化及び今後の進め方について検
討する。

①②使用料を徴収している市町村について調
査し、内容を整理した。
③改定に向けた全体のスケジュールを検討する
とともに、基本方針について適宜幹事会等で協
議した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―

経緯・課題
長期間見直しを行っていない手数料・使用料等について、物価や消費税の引上
げを考慮し原価を算出した上で、市民が本来負担すべき割合等を勘案し適正化
を図る必要がある。

数値目標等

①学校体育館の使用料徴収
団体等の利用に対し、使用料を徴収する
②貸出物の有料化
会議室や物品等、市民向けに無料貸し出ししているものについて有料化を実施
する
③手数料・使用料の見直し
長期間見直しを行っておらず、物価や消費税率の引上げを考慮し、受益者負担
の適正化を図る

平成27年度の
状　　　　況

未実施

行 革 項 目 受益者負担の適正化

24 手数料・使用料等の見直し
担当課

　
全庁（行政経営課）
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遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施
していない場合

③令和2年4月の料金改定による効果額
　増額分　48,884千円
　減額分　14,560千円　　合計　34,324千円

効果・削減等の額（千円）

34,324

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て

実施した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部実

施していない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

①②学校体育館の使用料徴収、貸出物の有料
化
⇒有料化に向けて、課題の解決策を検討する。

①②学校体育館の使用料徴収、貸出物の有料化に
ついては、徴収方法・使用料の管理が課題となって
いるが、有効な解決策が見つからず、決定に至らな
かった。
③令和2年4月より、新料金で運用を開始した。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

①②学校体育館の使用料徴収、貸出物の有料
化
⇒有料化に向けて、課題の解決策を検討する。
③手数料・使用料等の見直し
料金改定を行った手数料・使用料について、市
民周知を行う。

①②学校体育館の使用料徴収、貸出物の有料化に
ついては、徴収方法・使用料の管理が課題となって
おり、決定に至らず。
③条例・規則等を改正し、令和2年4月より新料金で
の運用が開始される。効果額は次年度計上予定。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

効果・削減等の額（千円）

―

平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

①②学校体育館の使用料徴収、貸出物の有料
化
⇒有料化に向けて、課題の解決策を検討する。
③手数料・使用料等の見直し
⇒手数料・使用料等の適正化の市民コメントを
行い、基本方針を策定し、改正時期等について
検討する。

①②有料化するにあたり、使用料の管理が課題
となっており、決定には至っていない。
③市民コメントの実施を経て基本方針を策定し
た。この基本方針を基に手数料・使用料等の見
直しを行い、料金改定が必要なものについて条
例改正を行った。改定後の料金は、令和2年4
月1日以降に申請のある手数料又は施設を利
用する際の使用料に適用する。

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

―

効果・削減等の額（千円）

―
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【税】　目標収納率　99.0％
・初期対応促進（督促状早期発布・初期電話催告・
一斉文書催告）
・早期完結推進（分納の適正化・滞納処分の徹底）
・納期内納付推進（ペイジー口座振替受付サービス
の推進・特別徴収事業所の納期内納付の促進）

【保育料】　目標収納率　98.7％
・督促状、催告書及び公金徴収一元化による収納率
の向上

【介護保険料】　目標収納率　98.7%
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付
催告、臨宅、公金徴収の一元化、公金電話一斉催
告、納付勧奨チャンネルの強化（ＨＰ改修）、催告書
（封書）への同封リーフレット作成

【後期高齢者】　目標収納率　99.4％
・文書、電話、臨宅訪問による催告
・口座振替の推進
　○納入通知書送付時に口座振替依頼書を同封。
　○ペイジー口座振替受付サービスの周知。
・コンビニ収納の周知

【下水道使用料】　目標収納率　98.6％
・下水道使用料における口座振替の利用率を向上
させる

【税】　（順調）
平成２８年度現年度収納率99.0%
・滞納している特別徴収事業所に臨戸し、納税催告及び相談
を実施した。
【保育料】　（順調）
平成２８年度現年度収納率98.7%
・催告書の文言を変更するなど、より効率的な文書催告を実施
した。
【介護保険料】　（順調）
平成２８年度現年度収納率98.7%
・保険年金課（後期高齢担当）と連携して臨宅を行った。
【後期高齢者】　（順調）
平成２８年度現年度収納率99.4％
・ペイジー口座振替受付サービスが開始したことにより、窓口
などでの口座振替の依頼や、通知書送付時に口座振替依頼
書を同封するなどの口座振替の推進をした。
【下水道使用料】　（順調）
平成２８年度現年度収納率98.7%
・市税を参考に上下水道料金の口座振替申込書を変更し、納
税課でも申込書を配付してもらうことにした。また、収納率の向
上に向け、督促状でも納付できるよう書式を変更した。

進捗状況

順調
効果・削減等の額の算定方法

当該年度調定額×（当該年度収納率－平成27年度収納率）
【税】
効果額＝30,314,797,428円×(99.04%-99.02%)≒6,063千円
【保育料】
効果額＝629,563,040円×（98.65%-98.61%)≒252千円
【介護保険料】
効果額＝3,310,428,200円×(98.70%-98.63%)≒2,317千円
【後期高齢者】
効果額＝2,001,622,190円×(99.39%-99.42%)≒▲600千円
【下水道使用料】
効果額＝2,280,181,338円×(98.70%-98.61%)≒2,052千円
最終効果額＝6,063+252+2,317+▲600+2,052≒10,084千円

効果・削減等の額（千円）

10,084

数値目標等

公金徴収一元化や適切な滞納処分を進めるなどにより、平成３２年度までに収納率等を、税は
０．５ポイント（９９．３％）、保育料は０．５ポイント（９９．３％）、介護保険料は０．４ポイント（９９．
０％）、後期高齢者医療保険料は０．４ポイント（９９．６％）、下水道使用料は０．１ポイント（９８．
７％）、それぞれ引き上げる。

平成２８年度実施内容（予定） 平成２８年度実施内容（結果）

平成27年度の
状　　　　況

現年度収納率
税９９．０％　保育料９８．６％　介護保険料９８．６％　後期高齢者医療保険料９９．４％　下水道
使用料９８．６％

経緯・課題
受益者負担の観点から、税のみならず、保育料、介護保険料、後期高齢者医療保険料、下水
道使用料の徴収強化に引き続き取り組む必要がある。

25 公金・税の徴収の徹底
担当課

納税課・保育課・高齢介護課
保険年金課・業務課

行 革 項 目 受益者負担の適正化
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平成２９年度実施内容（予定） 平成２９年度実施内容（結果）

【税】　目標収納率　99.1％
・初期対応促進（督促状早期発布・初期電話催告・
一斉文書催告・オートコールシステムによる電話催
告）
・早期完結推進（分納の適正化・滞納処分の徹底）
・納期内納付推進（ペイジー口座振替受付サービス
の推進・特別徴収事業所の納期内納付の促進）

【保育料】　目標収納率　98.7％
・督促状、催告書及び公金徴収一元化による収納率
の向上

【介護保険料】　目標収納率　98.7％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付
催告、臨宅、公金徴収の一元化、公金電話一斉催
告、納付勧奨チャンネルの強化（ＨＰ改修）、催告書
（封書）への同封リーフレット作成

【後期高齢者】　目標収納率　99.4％
・文書、電話、臨宅訪問による催告
・口座振替の推進
　○納入通知書送付時に口座振替依頼書を同封。
　○ペイジー口座振替受付サービスの周知。
・コンビニ収納の周知

【下水道使用料】　目標収納率　98.6％
・下水道使用料における口座振替の利用率を向上
させる。

【税】　（遅れ）
平成29年度現年度収納率　99.0%
・新たに導入した自動電話催告システムを含めた電話催告と、
文書による納税催告や納税相談を実施し、個人市民税や軽
自動車税は微増となったが、法人市民税、固定資産税及び都
市計画税に前年割れが生じた。
【保育料】（順調）
平成29年度現年度収納率　98.8%
・督促状、催告書の発送、及び公金徴収一元化により収納率
の向上を図った。
【介護保険料】　（順調）
平成29年度現年度収納率　98.7％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付催告、公金
徴収の一元化、納付勧奨チャンネルの強化（ＨＰ改修）
【後期高齢者】　（順調）
平成29年度現年度収納率　99.4％
・75歳年達による保険証発送時や保険料通知を発送時に氏
名・住所を印字した口座振替書を同封したり、窓口などでペイ
ジー口座振替受付サービスについてのご案内をするなど口座
振替の推進をした。
【下水道使用料】（順調）
平成２９年度現年度収納率　98.8%
・還付通知書郵送時に口座振替依頼書を同封
・水道事業（水道料金）と連携し、個別訪問（催告や相談）にか
ける時間を増幅し、十分調査することとした。

進捗状況

一部遅れ

効果・削減等の額の算定方法

当該年度調定額×（当該年度収納率-平成27年度収納率）
【税】
効果額＝30,840,125,619円×(99.02%-99.02%)≒0千円
【保育料】
効果額＝652,520,450円×(98.76%-98.61%)≒979千円
【介護保険料】
効果額＝3,384,186,500円×(98.73％-98.63％)＝3,384千円
【後期高齢者】
効果額＝2,155,698,140円×(99.38％-99.42％)≒▲862千円
【下水道使用料】
効果額＝2,308,342,634円×（98.80%-98.61%）≒4,386千円
最終効果額＝0+979+3,384+▲862+4,386≒7,887千円

効果・削減等の額（千円）

7,887
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平成３０年度実施内容（予定） 平成３０年度実施内容（結果）

【税】　目標収納率　99.1％
・初期対応促進（督促状早期発布・初期電話催告・
一斉文書催告・オートコールシステムによる電話催
告）
・早期完結推進（分納の適正化・滞納処分の徹底）
・納期内納付推進（ペイジー口座振替受付サービス
の推進・特別徴収事業所の納期内納付の促進）
・オートコールシステムによる電話催告の強化

【保育料】　目標収納率　98.9％
・督促状、催告書及び公金徴収一元化による収納率
の向上

【介護保険料】　目標収納率　98.8％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付
催告、臨宅、公金徴収の一元化、電話催告、納付勧
奨チャンネルの強化（ＨＰ改修）、催告書（封書）への
同封リーフレット作成

【後期高齢者】　目標収納率　99.5％
・文書、電話、臨宅訪問による催告
・口座振替の推進
　○納入通知書送付時に口座振替依頼書を同封。
　○ペイジー口座振替受付サービスの周知。
・コンビニ収納の周知

【下水道使用料】　目標収納率　98.8％
・口座振替の推進
・コンビニ収納の周知

進捗状況

一部遅れ
効果・削減等の額の算定方法

当該年度調定額×（当該年度収納率-平成27年度収納率）
【税】
効果額＝　30,691,976,430円×（98.92%-99.02%）
≒▲30,692千円
【保育料】
効果額＝　684,636,120×（98.53%-98.61%）≒▲548千円
【介護保険料】
効果額＝　3,651,411,200円×(99.07％-98.63％)≒16,066千
円
【後期高齢者】
効果額＝2,22７,882,580円×(99.28％-99.42％)≒▲3,119千
円
【下水道使用料】
効果額＝2,327,120,923円×（98.77%-98.61%)≒3,723千円

効果・削減等の額（千円）

▲ 14,570

【税】（遅れ）
平成30年度現年度収納率　98.92％
・自動電話催告システムを含めた電話催告、文書による納税
催告や納税相談を実施した。
【保育料】（遅れ）
平成30年度現年度収納率　98.53%
・他市委託分は未納額ゼロだったが、公立分は調定額増加に
伴い未納額も増加、私立分は未納額は前年度とほぼ変わらな
かったが、調定額増加により収納率減となった。
【介護保険料】（順調）
平成30年度現年度収納率　99.07％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付催告、公金
徴収の一元化、保険年金課（後期高齢担当）と連携した臨宅
を行った。
【後期高齢者】（遅れ）
平成30年度現年度収納率　99.3％
・引き続き75歳年達による保険証発送時や保険料通知を発送
時に氏名・住所を印字した口座振替書を同封したり、窓口など
でペイジー口座振替受付サービスについてのご案内をするな
ど口座振替の推進をした。
・窓口での各種手続き時に収納状況を確認し、未納がある場
合は声掛けなども行った。
【下水道使用料】（遅れ）
平成30年度現年度収納率　98.77％
※公共下水道事業が平成31年度4月から公営企業会計に移
行するため、平成31年4月・令和元年5月分の収入はＨ31年度
に計上されないが、参考値として、公営企業会計移行以前と
同様に平成31年4月・令和元年5月分の収入を加算して、収納
率を算出している。
・還付通知書郵送時に口座振替依頼書を同封。
・水道事業（水道料金）と連携し、催告や相談等の戸別訪問に
かける 時間を増やし、収納への理解を深めることとした。
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平成３１年度実施内容（予定） 平成３１年度実施内容（結果）

【税】　目標収納率　99.2％
・初期対応促進（督促状早期発布・初期電話催告・
一斉文書催告・オートコールシステムによる電話催
告）
・早期完結推進（分納の適正化・滞納処分の徹底）
・納期内納付推進（ペイジー口座振替受付サービス
の推進・特別徴収事業所の納期内納付の促進を図
るため地方税共通納税システムの導入）

【保育料】　目標収納率　99.1％
督促状、催告書及び公金徴収一元化による収納率
の向上

【介護保険料】　目標収納率　98.9％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付
催告、臨宅、公金徴収の一元化、電話催告、納付勧
奨チャンネルの強化（ＨＰ改修）、催告書（封書）への
同封リーフレット作成

【後期高齢者】　目標収納率　99.5％
・文書、電話、臨宅訪問による催告
・口座振替の推進
　○納入通知書送付時に口座振替依頼書を同封。
　○ペイジー口座振替受付サービスの周知。
・コンビニ収納の周知

【下水道使用料】　目標収納率　98.8％
・口座振替の推進
・コンビニ収納の周知

進捗状況

一部遅れ

効果・削減等の額の算定方法

当該年度調定額×（当該年度収納率-平成27年度収納率）
【税】
効果額＝31,535,645,462円×（99.10%-99.02%）≒25,229千円
【保育料】
効果額＝　684,636,120×（98.05%-98.61%）≒▲3,833千円
【介護保険料】
効果額＝　3,621,661,500円×(99.13％-98.63％)≒18,108千
円
【後期高齢者】
効果額＝2,362,174,157円×(99.30％-99.42％)≒▲2,835千
円
【下水道使用料】
効果額＝2,326,962,170円×（98.80％-98.61％）≒4,421千円

効果・削減等の額（千円）

41,090

【税】（遅れ）
平成31年度現年度収納率　99.10％
・自動電話催告システムを含めた電話催告、文書による納税
催告や納税相談を実施した。
・納期内納付を推進するためにクレジット納付を実施した。
【保育料】（遅れ）
平成31年度現年度収納率　98.05%
・他市委託分は未納額ゼロだったが、公立分は調定額増加に
伴い未納額も増加、私立分は未納額は前年度とほぼ変わらな
かったが、調定額増加により収納率減となった。
【介護保険料】（順調）
平成31年度現年度収納率　99.13％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付催告、公金
徴収の一元化、モバイルレジ・モバイルクレジットでの納付の
開始、保険年金課（後期高齢担当）と連携した臨宅を行った。
【後期高齢者】（遅れ）
平成31年度現年度収納率　99.3％
・引き続き75歳年達による保険証発送時や保険料通知を発送
時に氏名・住所を印字した口座振替書を同封したり、窓口など
でペイジー口座振替受付サービスについてのご案内をするな
ど口座振替の推進をした。
・窓口での各種手続き時に収納状況を確認し、未納がある場
合は声掛けなども行った。
【下水道使用料】
平成31年度現年度収納率　98.80％
※公共下水道事業が平成31年度4月から公営企業会計に移
行しているため、令和2年4月・5月分の収入はＨ31年度に計上
されないが、参考値として、公営企業会計移行以前と同様に
令和2年4月・5月分の収入を加算して、収納率を算出してい
る。
・水道事業と連携し、催告や相談等の戸別訪問を行い、収納
への理解を深める、
・還付通知書郵送時に口座振替依頼書を同封
・スマートフォンを利用した支払いの周知
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遅れ… 単年度の実施内容（予定）を実施して
いない場合

当該年度調定額×（当該年度収納率-平成27年度収納率）
【税】
効果額＝31,454,153,428円×（99.16%-99.02%）≒44,036千円
【保育料】
効果額＝287,611,360×(99.31%-98.61%) ≒2,013千円
【介護保険料】
効果額＝3,586,542,300円×(99.28％-98.63％)≒23,313千円
【後期高齢者】
効果額＝2,427,039,210円×(99.46％-99.42％)≒971千円
【下水道使用料】
効果額＝2,429,665,145円×(98.90％-98.61％）≒7,046千円

効果・削減等の額（千円）

77,379

未達成の分析
順調… 単年度の実施内容（予定）を全て実施

した場合
一部遅れ… 単年度の実施内容（予定）を一部実施してい

ない場合

令和２年度実施内容（予定） 令和２年度実施内容（結果）

【税】　目標収納率　99.3％
・初期対応促進（督促状早期発布・初期電話催告・
一斉文書催告・オートコールシステムによる電話催
告）
・早期完結推進（分納の適正化・滞納処分の徹底）
・納期内納付推進（ペイジー口座振替受付サービス
の推進・地方税共通納税システムを活用した特別徴
収事業所の納期内納付の促進・クレジットカード納
付の推進・LINEPay納付の推進）
【保育料】　目標収納率　99.3％
督促状、催告書及び公金徴収一元化による収納率
の向上
【介護保険料】　目標収納率　99.0％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、納付
催告、臨宅、公金徴収の一元化、電話催告、納付勧
奨チャンネルの強化（ＨＰ改修）、催告書（封書）への
同封リーフレット作成
【後期高齢者】　目標収納率　99.6％
・窓口手続き時の納付確認
・文書、電話、臨宅訪問による催告
・口座振替の推進
　○納入通知書送付時に口座振替依頼書を同封。
　○ペイジー口座振替受付サービスの周知。
・コンビニ収納の周知
【下水道使用料】　目標収納率　91.8％
                           参考値  98.8％
・口座振替の推進
・コンビニ収納の周知
・スマートフォンを利用した支払いの周知

【税】（遅れ）
令和2年度現年度納税率　99.16％
・自動電話催告システムを含めた電話催告、文書による納税催告や納税相
談を実施した。
・納期内納付を推進するためにクレジット納付、電子マネー（PayPay、
LINEPay）を実施した。
【保育料】（順調）
令和２年度現年度収納率　99.31%
・他市委託分に未納分が出たことなどもあり、目標収納率へは届かなかった
が、前年度より改善している。また、調定額の大幅な減少は昨年度10月より
開始された保育料無償化による。
【介護保険料】（順調）
令和2年度現年度収納率　99.28％
・窓口等での滞納確認及び納付督促の徹底、催告書の発送、公金徴収の
一元化、モバイルレジ・モバイルクレジットでの納付の周知を行った。
【後期高齢者】（遅れ）
令和２年度現年度収納率　99.46％
・引き続き75歳年達による保険証発送時や保険料通知を発送時に氏名・住
所を印字した口座振替書を同封、利便性のご案内の文字を大きくし、伝わり
やすいよう工夫した。
・窓口などでペイジー口座振替受付サービスについてのご案内をするなど
口座振替の推進をした。
・窓口での各種手続き時に収納状況を確認し、未納がある場合は声掛けな
ども行った。
・コロナウィルス感染症により、臨宅訪問による催告ができなかったが、減免
制度の対象と思われるケースでは特に丁寧に説明を行った。
【下水道使用料】（順調）
令和2年度収納率　91.74％（H31年度91.76％）　参考値　98.90％
※公共下水道事業が平成31年度4月から公営企業会計に移行しており、令
和3年4・5月の収入分はR2年度実績に計上されないため収納率が低下して
いる。なお、効果額の算定については平成27年度と比較するために平成31
年度と同様に令和3年4月・5月分の収入を加算した参考値を算出した。）
・水道事業と連携して催告や相談等を行い、納付への理解を深める。
・還付通知書郵送時に口座振替依頼書を同封。
・自宅でも納付が可能となるスマートフォンを利用した納付の周知。

進捗状況

一部遅れ

効果・削減等の額の算定方法
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